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中間評価結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：保健セクター事業調整能力強化 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAラオス事務所 協力金額（評価時点）：7,989万4,000円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2006年8月14日～ 

2010年8月13日 
先方関係機関：保健省 

日本側協力機関： 

国際医療協力センター（IMCJ） 

他の関連協力：保健省アドバイザー専門家、技協

プロジェクト「子どものための保健サービス強化

プロジェクト」（2002～07）、「看護助産人材育成

強化プロジェクト」（2005～10）、現地国内研修「保

健行政官吏」（2002～06） 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）の保健分野では、過去10年以上にわたり、

多くの開発パートナー（Development Partners：DP）の援助のもとさまざまなプログラムやプロ

ジェクトが実施されてきたが、これらの案件は相互の連携・調整が不十分なまま行われてきて

おり、対象地域も限定・偏在する結果となっていた。こうした状況を鑑みると戦略的・長期的

視点に基づく系統だった政策の実行が必要といえ、そのためには、政策の策定やプログラムと、

実際の事業とを連携させることが必要不可欠との問題意識がラオス側、DP側双方でもたれるよ

うになった。国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）が2000～2002年に実

施した開発調査「保健医療サービス改善計画マスタープラン」においても、｢保健セクター全体

の調整｣と「保健医療マネジメント及び保健医療情報システムのためのキャパシティ・ビルディ

ング」への取り組みが最優先課題として提言された。また、その後実務者レベルにおいて保健

省（Ministry of Health：MOH）とDPとの調整の場の設定を試みたが、継続的に実施されるまで

には至らなかった。 

以上のような状況から、ラオス政府は、保健省が保健セクター戦略を実施に移すにあたり強

化しなければならない同省の計画策定・実施・調整能力向上をめざす支援を日本に要請し、2回

にわたる事前調査を踏まえ2006年8月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）が締結され、

保健セクター事業調整能力強化（Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health：

CD-SWC）が開始されるに至った。 

 

１－２ 協力内容 

本協力は、他のDPと連携しつつ、ラオス政府の保健セクター全般に対する事業調整能力の強

化をめざすものである。保健省官房局及び計画予算局が中心となり、政策の整理、情報共有の

促進、組織の役割の明確化と組織間の連携強化、計画/モニタリング/評価の強化、行政官のマネ

ジメント能力強化を進め、その過程で関係者間での事業調整を促進する体制を構築していく。

 

（1）上位目標 

保健セクターにおけるすべてのプログラムが、ラオス政府のリーダーシップと単一のセ

クター政策により、保健省と保健関連パートナーの間の調和のもと、体系的に実施される。
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（2）プロジェクト目標 

保健セクター全般に関する保健省の事業調整能力が、保健関連パートナーと連携しつつ、

強化される。 

 

（3）成果 

1）保健省が、継続的に保健セクター事業を調整していくための調整メカニズムが強化さ

れる。 

2）保健政策の枠組みが整理され、DPと共有される。 

3）意志決定に必要とされる情報が、保健省内で一元的に収集管理され、関係者間で共有

される。 

4）保健セクターにおけるプログラム単位の計画、モニタリング、評価の手法が、保健省

とDPの間で調和化され、共有される。 

5）保健行政官のプログラム・マネジメント能力が強化される。 

6）特定のプログラムを選択し、同プログラムにおいて事業調整が実践される。 

7）実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓が、保健セクター調整会議（Health 

Sector-wide Coordination Meeting：HSWC）にフィードバックされる。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣/（60.8MM）3名  機材供与/3万7,415米ドル（420万1,000円） 

短期専門家派遣/（6.0MM）2名  ローカルコスト負担/7万2,824米ドル（826万1,000円）

相手国側： 

カウンターパート（Counterparts：C/P）配置/12名 

土地・施設提供/事務所 

２．評価調査団の概要 

調査者 

 
担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 武井 耕一 JICAラオス事務所次長 

事業調整（母子保健） 明石 秀親 
IMCJ国際医療協力局  

派遣協力1課 

保健マネジメント/キャパシティ・ディ

ベロップメント 
杉下 智彦 JICA国際協力専門員 

評価分析 小川 陽子 
グローバル・リンク・マネジ

メント㈱ 

評価企画 浅岡 浩章 
JICAラオス事務所  

プロジェクト担当 

協力計画 大曽根香織 
JICAラオス事務所  

プロジェクト副担当 

調査期間 2008年9月20日～10月9日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

＜アウトプット1＞調整メカニズムが強化される。 

2007年4月に第1回保健セクター調整会議が開催されたあと、6カ月間の改編を経て、2008年2

月に保健省による正式な認証を受けた。事務局は2007年12月から毎月開催され、計7回の会合を



 

iii 

もっている。改編後のセクター作業部会（執行レベル）［Sector Working Group Operational Level：

SWG（O）］会合は、2008年2月の第1回会合のあと、四半期ごともしくは必要に応じて定期的に

開催されていることから、指標データから判断すれば、アウトプット1はほぼ達成されたといえ

る。今後、他のアウトプット、事業目標の達成へとつなげていくためには、調整メカニズムは

より能率良く持続的な形で機能していく必要がある。 

＜アウトプット2＞保健政策の枠組みが整理され、DPと共有される。 

調整メカニズム内での対話を通じて達成された画期的な事項の1つに、2008年1月、いくつも

の重複した戦略が混在していた状況から「保健セクター開発5カ年計画」が政策・戦略の一元化

の枠組みとしてDP側に明確にされたことが挙げられる。しかしながら、5カ年計画の内容共有が

大幅に遅れており、今後、プログラム・ベースアプローチの基礎となる枠組みを提供するため

に活動を加速させる必要がある。 

＜アウトプット3＞意志決定に必要とされる情報が、保健省内で一元的に収集管理され、関係者

間で共有される。 

保健省・DP間でデータベースに対する合意形成ができていない状況であるため、現時点でこ

のアウトプット3の目標の達成見込みを推測するのは困難である。 

＜アウトプット4＞保健セクターにおける計画、モニタリング、評価の手法が、保健省とDP間で

調和化され、共有される。 

アウトプット2で想定されているプログラム・ベース・マネジメントの枠組み構築が進まない

ため、CD-SWCは現時点までこのアウトプットにかかる活動を実施することができないでいた。

しかしながら、調整メカニズムが共同モニタリング・評価に関する問題に対して協議の場を提

供し続けていることは事実で、中間評価調査中に開催された会議において、活発な意見交換が

なされている様子が観察され、今後の進展を期待したい。 

＜アウトプット5＞保健行政官のプログラム・マネジメント能力が強化される。 

アウトプット5では、能力強化の前段階である現地国内研修「保健行政官吏研修の評価とニー

ズ・アセスメントの進捗が遅れているため、達成度や達成の見込みを判断するのは時期尚早で

ある。今後、上記ニーズ・アセスメントの結果を、セクター事業調整の強化に貢献させるよう

な形でCD-SWC枠内に統合することが課題となる。 

＜アウトプット6＞特定のプログラムを選択し、同プログラムにおいて事業調整が実践される。

保健省の優先的なアジェンダは、妊産婦死亡率（Maternal Mortality Rate：MMR）・乳児死亡率

（Infant Mortality Rate：IMR）の削減にあるため、CD-SWCはDP調整と部局間調整の実践プログ

ラムとして母子保健プログラム（Maternal and Child Health：MCH）を選択した。CD-SWCは他の

DPと協力して母子保健プログラムと拡大予防接種プログラム（ Expanded Program on 

Immunization：EPI）の統合を成功させただけでなく、新たに発足した技術作業部会（Technical 

Working Group：TWG）を適切に機能させるために、サービス統合のためのアセスメント調査や

戦略策定を仕掛けて作業部会のメンバーが同じ目標に向かって協働していくプロセスを提供し

た。 

その結果、中央レベルのタスクは完了しつつある。したがって、今後2年間にDPによる技術的

支援とコミットメントが継続すれば、母子保健プログラム下の事業調整は、関係者によって自

立発展的に実施されていく可能性が高いといえる。 

＜アウトプット7＞実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓が、保健セクター調整会議にフ

ィードバックされる。 

母子保健プログラムにおいて統合的なサービス提供の試みである「MNCH統合パッケージ

（Maternal, Neonatal and Child Health Package）」の県レベルにおける施行はまだ開始されていな

いため、現時点ではアウトプット7の達成度は限定的である。しかしながら、MCH/EPI統合技術

作業部会は能率よく機能しており、母子保健プログラムの経験から今後導出される教訓は、セ
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クター事業調整（Sector-wide Coordination：SWC）メカニズムを改善するために極めて有用であ

ると予想される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

この2年の外部環境の変化には、（1）2006年11月の援助効果に係るビエンチャン宣言採択、

（2）調整メカニズムに対するラオス政府及びDPの合意形成機関としての地位付与、（3）

MMR・IMR削減への関心の高揚などがあったが、これらは、CD-SWCの上位・事業目標の

妥当性を更に高めたといえる。また、保健省の政策及び日本の保健セクター協力政策では、

依然としてSWCの進展を強く推している。 

 

（2）有効性 

CD-SWCは、アウトプット1の「調整メカニズムが強化される」という目標をほぼ達成し

ており、特にMCH/EPI統合技術作業部会に関してはほぼ能力強化が完成されつつある点は

注目に値する。他方で、現時点では、プログラム・マネジメント・マトリックスや共同モ

ニタリング枠組みのフォーマットに関して保健省とDPの間で合意はなく、今から2年後に

「保健省がプログラム・マネジメント・マトリックスを活用する能力を身につける」とい

う事業目標を達成する見込みについて判断するのは時期尚早といえる。2年後に事業目標が

達成できるかどうかは、調整メカニズムの機能改善とそれに必要な個人・組織のキャパシ

ティ・ディベロップメントを、今後CD-SWCが如何に効果的に介入していくかにかかってい

るといえる。 

 

（3）効率性 

C/Pと日本人専門家に対する質問票では、一部の例外を除いて投入の質、量、その提供の

タイミングは適切であったとの回答がなされている。また、投入はおおむねプロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）-0版のアウトプット創出のために適

切に利用されている。それにもかかわらず、本事業の前半期の投入が効率的にアウトプッ

トに変換されなかった主な理由は、保健省による情報共有の遅延とその内容が限定された

ことにあったと考えられている。得られたアウトプットに対して投入が適切であったかと

いう議論は、今後、システムの更なる成長が観察されたあとに議論されることがより適切

であると考えられる。 

 

（4）インパクト 

中間評価調査では、CD-SWCの介入が原因で引き起こされた負のインパクトはなんら観察

されなかった。その一方で、現時点では保健省・DP双方において、会議に費やす時間の削

減にはつながっていないので、今後「調整疲れ」を生まないためにもより効率的なメカニ

ズムの運用が必要と思料する。 

プラスの側面に関しては、調整メカニズムができたことにより保健省内部とDP間でそれ

ぞれある程度の波及効果があったことが中間評価調査団によって観察された。事務局にお

ける会議が定期的に開催されるようになったことで、保健省側にもDP側にも事務局会議の

準備のための協議をもつ必要性が生じた。更に注目すべきは、保健省内でのコミュニケー

ションと協力を推進されたことである。 

 

（5）自立発展性 

現時点において、保健省が調整メカニズムの管理運営を実施していくことの自立発展性
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を判断するのは時期尚早である。しかしながら、中間評価団は自立発展性に寄与する基本

的な要素をいくつか確認することができた。まず、調整メカニズム進展に向けた強い政治

的意思が確認され、これは継続していく可能性が高い。次に、今後2年の間に保健省の調整

ユニットにおいてどの程度キャパシティが強化されるか、調整・プログラム管理・言語の

能力を備えたスタッフの層の厚みはどの程度となるかという点で、これは今後のCD-SWC

や他のDPの努力に期待したい。また、調整メカニズムが今後いかにうまく機能し、継続し

て利用されていくかという点も重要な要素となる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・CD-SWCが技術協力プロジェクトという形で実施されたことで、調整メカニズムの設置

と継続的な機能のためになくてはならない、アドミニ面、金銭面、技術面での支援を、

必要なときに提供することが可能であったこと  

（2）実施プロセスに関すること 

・保健大臣のSWCに対する高いオーナーシップと限られた人材の配置を可能にした強いコ

ミットメント 

・ビエンチャン宣言の採択によって援助効率の努力を加速させようという機運が生まれた

こと 

・保健省とDPが共通して関心の高い議題が、調整・統合のプロセスのなかでタイミング良

く議論され、調整メカニズムの有用性が確認されたこと 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

CD-SWC開始当時において、調整の枠組みやその機能などの着地点については不確定要素

が多かったことから、保健省、JICAラオス事務所、CD-SWC関係者の間で、PDMは「緩や

かなガイドライン」であり、実際の事業活動は柔軟に実施するという共通理解が形成され

た。しかしながら、どの程度の「柔軟性」をもつのかに関して、日本側関係者間で認識の

ズレがあり、PDMをCD-SWCの事業管理ツールとして適用するかどうかについての是非論

に発展した。 

（2）実施プロセスに関すること 

・各種会議のなかで、保健省とDP間、またはDP間で、合意形成が困難である議題（保健省

の情報開示・人材開発及び保健財務のあり方など）があること 

・保健省の組織改革によって保健人材技術作業部会と保健計画・財政技術作業部会への人

員の配置が遅れたこと 

・調整メカニズムの外で会合や委員会を設けようとする動きが依然として残っていること

・保健省及びDP双方において、会議・作業部会への参加に割けるスタッフのキャパシティ・

時間面での限定があること 

 

３－５ 結論 

CD-SWCは過去2年間で、その基礎が極めて限られていた状況からSWCメカニズムを設置する

ところまで保健省を粘り強く支援してきた。現在では、調整のための有用なプラットフォーム

としてその利用価値も認められるようになってきている。 

今後2年間は、保健省とCD-SWCはメカニズムの機能強化とより広範な関係者によるメカニズム

の利用促進に努めなければならない。その過程において、将来の自立発展をにらみ、保健省が

調整のプロセスを運営管理していくキャパシティを強化していくことが必要となる。 
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

３－６－１ CD-SWCの今後の方向性 

（1）最初の2年間は、CD-SWCの重点は調整メカニズムの概念化とその具現化にあった。今

後2年間は、DPとも協力のうえ、保健省とCD-SWCは調整メカニズムが適正に機能し利用

され、自立発展性をもつものになることに重点を移すべきである。その際には、メカニ

ズムを1つのシステムととらえ、全体として機能するためのキャパシティ需要を見極め強

化していくことが重要となる。そのためには、調整メカニズム内をより簡素化・合理化

すること、運営管理していく個人の能力を組織の成長につなげていくことなどが課題と

なる。 

（2）CD-SWCは、引き続きSWCを中央レベルで支援していくことに重点を置く必要がある。

調整メカニズムの県レベルへの展開の動きに対しては、保健省調整ユニットが県・郡に

おける調整メカニズムの実施体制や中央と県・郡との関係のあり方などに関する計画策

定をきちんと行っていくよう、中央レベルで支援を提供することとする。 

 

３－６－２ CD-SWCの活動に対する提言 

（1）保健省とCD-SWCはDPと協力して、各技術作業部会の年間作業計画をもとにSWG（O）

の年間作業計画を策定すべきである。 

（2）保健省とCD-SWCは、プログラムの共同管理に向けた活動を迅速に行うべきである。

そのためには、全関係者の間でプログラム・ベースアプローチに関係する概念や専門用

語の共通理解が促進されることが望ましい。 

（3）保健省とCD-SWCは他国やサブ・セクターにおけるSWCやプログラム・ベースアプロ

ーチの経験にかかる情報を収集し、関係者と共有する必要がある。 

（4）調整メカニズムの事務局は、議事録作成や会議運営などの点で自立発展的に運営して

いくために、担当局の専任職員が指名されるべきである。 

（5）保健省スタッフを対象としたキャパシティ・ディベロップメントを効果的に行うため

には、CD-SWCの作業スペースは保健省の本館内に移転されるべきである。 

（6）保健省とCD-SWCは事務局と協力して調整メカニズム全体の運営方法について更に明

確にすべきである。 

（7）SWCの会議は定期的かつあらかじめ特定された日程に従って、それぞれ運営規約・委

嘱事項（Terms of Reference：TOR）で指定された頻度で実施されるべきである。 

（8）保健省とCD-SWCは、DPと協力して 調整メカニズムのより適正な利用を訴えつづける

ことによって、より広範な関係者の参加を確保するべきである。 

（9）保健省はDPと協力して、SWCの枠組みのなかで、メカニズムの機能強化と6つのプロ

グラムへの介入に対する資金的・技術的な資源を確保する努力をするべきである。 

（10）CD-SWCは、コアとなるマネジメント・スキルの強化を通じた個人のキャパシティ・

ディベロップメントにより一層焦点をあてるべきである。  

（11）CD-SWC事業の進捗を定期的に査定するために、保健省とCD-SWCの専門家は、SWG

（O）会議の場において年に最低2回事業報告を行う必要がある。 

（12）CD-SWC事業のパフォーマンスや有効性をモニタリングするために、CD-SWCは、保健

省、調整メカニズム、DPそれぞれのキャパシティ・ディベロップメントを査定するツー

ルを適用することが有用であると考えられる。  

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となることがら） 

（1）CD-SWCは、調整メカニズム全体への支援だけでなく、調整活動を実践するモデルとし
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て特定のプログラム（母子保健）に対する支援も提供した。その結果、セクター全体の調

整が滞っていたにもかかわらず、母子保健プログラムにおける調整の成功例があったこと

が、関係者が調整メカニズムを活用していくうえでの促進要因となり得た。そういった意

味で、CD-SWCが1つの実践プログラムのコンポーネントを内包していたことは効果的であ

ったといえる。 

 

（2）SWCのメカニズム内において、多種・多様な関係者が同じ目標に向けて協働する際には、

それぞれの構成要員が、向かうべき共通の方向性について合意すること、また、SWCや援

助効果にかかる概念・用語の定義について共通の理解をもつことが不可欠である。 
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第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）の保健分野において、過去10年以上にわたり

多くの開発パートナー（Development Partners：DP）の援助のもとさまざまなプログラムやプロジ

ェクトが実施されてきたが、これらの案件は相互の連携・調整が不十分なまま行われてきており、

対象地域も限定・偏在する結果となっていた。こうした状況を鑑みて、戦略的・長期的視点に基

づく系統だった政策の実行が必要といえ、そのためには政策の策定やプログラムと実際の事業と

を連携させることが必要不可欠との問題意識がラオス側、DP側双方にあった。国際協力機構（Japan 

International Cooperation Agency：JICA）が2000年から2002年に実施した開発調査「保健医療サービ

ス改善計画マスタープラン」においても、｢保健セクター全体の調整｣と「保健医療マネジメント

及び保健医療情報システムのためのキャパシティ･ビルディング」への取り組みが最優先課題とし

て提言されており、その後、JICA保健医療計画専門家が世界保健機構（World Health Organization：

WHO）代表代行とともに事務局的役割を果たして、保健省（Ministry of Health：MOH）とDPとの

実務者レベルの調整の場の設定を試みたが、継続的に実施されるまでには至らなかった。以上の

ような経過を踏まえ、ラオス政府は保健省が保健セクター戦略を実施に移すにあたり強化が必要

な計画策定・実施・調整能力向上をめざす支援を日本に要請した。2回にわたる事前調査を踏まえ、

2006年8月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）が締結され、技術協力案件「保健セクター

事業調整能力強化（Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health：CD-SWC）」が開始

されるに至った。 

本案件開始からの2年間に、セクター作業部会（Sector Working Group：SWG）、技術作業部会

（Technical Working Group：TWG）、Secretariatから成る事業調整メカニズムの構築とそれぞれの運

営規約・委嘱事項（Terms of Reference：TOR）の作成の支援、5カ年計画の共有働きかけ、選択プ

ログラムである母子保健（Maternal and Child Health：MCH）に関連する諸処の支援を行ってきた。

これまでの進捗具合として、持続的な枠組み構築が必要なためにラオス側のオーナーシップと

Capacity Developmentに配慮してきたことから、必ずしもすべてがスムーズに進捗してきたわけで

はないが、調整メカニズムの枠組みは保健省内外の関係者と共有され、徐々に動きつつあるとい

う状況にある。 

案件開始から2年が経ち中間地点を迎えたので、ラオス政府関係者とこれまでの案件進捗確認及

び今後の方向性整理を目的に中間評価を実施した。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

調査期間：2008年9月20日～10月9日（20日間）までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

 月日 曜日 活動内容 

1 9月20日 土 評価分析団員到着 

2 9月21日 日 
10:30 団内会議 
13:30 プロジェクト専門家との会議 

3 9月22日 月 
8:30 専門家へのインタビュー 

10:00 WHOへのインタビュー 
11:00 専門家へのインタビュー 

4 9月23日 火 

7:45 ADBへのインタビュー 
9:00 ラオス側事務局メンバーへのインタビュー（Dr. Soulivanh, Dr. Chandavone, Dr. 

Toumlakhone） 
13:30 UNICEFへのインタビュー 
15:30 WBへのインタビュー 

5 9月24日 水 

8:45 UNFPAへのインタビュー 
10:00 MPIへのインタビュー（Aideffectiveness課） 
13:30 保健省計画予算局局長代理（Dr. Kamphet）へのインタビュー 
14:30 保健省組織人事局副局長（Dr. Phouthone）へのインタビュー 
16:00 プロジェクト専門家との会議 

6 9月25日 木 
9:00 国立保健衛生院へのインタビュー 

14:00 在ラオス日本大使館へのインタビュー 

7 9月26日 金 

8:30 団内会議 
10:30 保健省衛生予防局副局長、母子保健センター長へのインタビュー 
13:30 ワークショップ準備 
16:00 UNDPへのインタビュー 

8 9月27日 土 プロジェクト専門家との会議 

9 9月28日 日 取りまとめ 

10 9月29日 月 
8:30 事務局関係者とのワークショップ（第8回拡大事務局会議） 
午後 ワークショップまとめ 

11 9月30日 火 
9:00 団内打合せ 
午後 プロジェクト専門家との会議 
16:30 Dr. Bounfeng、副官房長との協議 

12 10月1日 水 9:00 団内打合せ 

13 10月2日 木 
9:00 団内打合せ 
午後 SWG（O）の開催準備 

14 10月3日 金 
9:00 団内打合せ 

16:00 在ラオス日本大使館への説明 

15 10月4日 土 プレゼンテーション、ミニッツ、評価報告書の準備 

16 10月5日 日 プレゼンテーション、ミニッツ、評価報告書の準備 

17 10月6日 月 
9:00 SWG（O）開催 
午後 評価報告書案の共有 

18 10月7日 火 
9:00 ラオス側事務局メンバーとの評価報告書案、ミニッツ案の内容確認 
午後 評価報告書修正 

保健省内内部確認 

19 10月8日 水 
11:00 ミニッツ署名 
夜 調査団出発 

20 10月9日 木 日本到着 



 

－3－ 

１－３ 主要面談者 

（1）ラオス側 

1）保健省（Ministry of Health） 

Mrs. Chanthanom Manodham Director, Cabinet 

Dr. Bounfeng Phoummalaysith Deputy Director of Cabinet 

Dr. Phouthone Vangkonevilay Deputy Director General, Department of Organization and 

Personnel 

Dr. Somchith Akkhavong Deputy Director General, Department of Hygiene and Prevention 

Dr. Kaisone Chounlamany Director, MCH Center 

Dr. Chandavone Phoxay Secretariat of Minister, Deputy Heald of Secretariat Bureau 

Dr. Soulivanh Pholsena Technical Staff, Department of Planning and Budgeting 

Ms. Toumlakhone Lattanavong Deputy Head of International Cooperation, Cabinet 

Dr. Somboune Phomtavong Dean of Public Health School, NIPOH 

 

2）他省庁 

Mr. Sysomphorn Phetdaoheuang Acting Director, Aid Effectiveness Division, Department of 

International Cooperation, Ministry of Planning and Investment 

 

（2）開発パートナー 

Ms. Sonam Yangchen Rana Resident Coordinator to UN, Resident Representative of UNDP 

Ms. Phanchinda Lengsavad Assistant Resident Representative, Chief Poverty Reduction Unit, 

UNDP 

Mr. Hamadi Hamdi Senior Technical Advisor, Project Support to the National Round 

Table Process, MPI（Funded by UNDP） 

Dr. Asmus Hammerich Programme Management Officer, WHO 

Ms. Mieko Yabuta Representative of UNFPA 

Ms. Silvia Danailov Deputy Representative of UNICEF 

Dr. Aboudou Karimou Andele Health and Nutrition Section Chief, UNICEF 

Mr. Magnus Lindelow Senior Economist, Human Development Unit, WB 

Ms. Michiko Suga Social Sector Specialist, Lao PDR Resident Mission, ADB 

 

（3）日本側 

杉山 仁 在ラオス日本大使館 二等書記官 

野田 信一郎 プロジェクト専門家（チーフアドバイザー） 

角田 健一 プロジェクト専門家（組織強化/業務調整） 

岡林 広哲 プロジェクト専門家（小児保健） 

橋本 真由美 プロジェクト専門家（母子保健：短期） 

高島 宏明 JICAラオス事務所 所長 
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１－４ 対象プロジェクトの概要 

 

項  目 内  容 

プロジェクト名 和文：保健セクター事業調整能力強化 

英文：Capacity Development for Sector-wide Coordination in Health 

実施機関（C/P機関） 保健省 官房局、計画予算局、他5局 

協力期間 2006年8月～2010年8月（4年間） 

対象者 直接裨益者：保健省（各局、管轄センターなど）、保健分野協力開発パ

ートナー、（県保健局、郡保健局） 

上位目標 保健セクターにおけるすべてのプログラムが、ラオス政府のリーダーシ

ップと単一のセクター政策により、保健省と保健関連パートナーの間の

調和のもと、体系的に実施される。 

プロジェクト目標 保健セクター全般に関する保健省の事業調整能力が、保健関連パートナ

ーと連携しつつ、強化される。 

アウトプット 1. 保健省が、継続的に保健セクター事業を調整していくための調整メカ

ニズムが強化される。 

2. 保健政策の枠組みが整理され、DPと共有される。 

3. 意志決定に必要とされる情報が、保健省内で一元的に収集管理され、

関係者間で共有される。 

4. 保健セクターにおけるプログラム単位の計画、モニタリング、評価の

手法が、保健省とDPの間で調和化され、共有される。 

5. 保健行政官のプログラム・マネジメント能力が強化される。 

6. 特定のプログラムを選択し、同プログラムにおいて事業調整が実践さ

れる。 

7. 実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓が、保健セクター調整会

議にフィードバックされる。 

 

セクター事業調整（Sector-wide Coordination：SWC）とは、セクターワイド・アプローチ（Sector-wide 

Approaches：SWAps）に至るステップとしてとらえ、SWApsの財政面（Single Expenditure Program）

の部分を除いたもの、つまり、1）Ownership（Government leadership）、2）Single Sector Policy（Priority 

Program）、3）Donor coordination（Harmonization）から成るものであり、本案件独自の用語として

定められたものである。事前調査においても、単一の保健財政の枠組みに至る前に、段階的にSWC

の実現をめざすことがラオスの現状において現実的であるとラオス側と共に確認され、SWCの枠

組みに基づき支援を行うこととなった。 

 

１－５ 中間評価の方法（主な調査項目と情報・データ収集方法） 

１－５－１ 中間評価のプロセス 

CD-SWCは、従来型のサービス提供の改善を直接めざす形態の案件と異なり、（1）保健セクタ

ー事業調整の進展・継続をめざすいわばシステム構築への支援であるという点、及び（2）キャ

パシティ・ディベロップメントへの支援という点で特徴を有する案件である。一方、CD-SWC

は一定の期限内に達成すべき目標やそのために実施すべき活動が大枠としてプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に整理され、その計画内容に基づき予算・
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投入が付与されている技術協力案件であり、本案件を「JICA事業評価ガイドライン（2004年1月）」

に示される手法に沿って評価することは可能である。 

上記（1）で述べたように、CD-SWCは、ラオス保健セクターにおいて事業調整というシステ

ムを構築・強化することに一部貢献することを目的としている。CD-SWCは、事業調整メカニズ

ムというシステムが適正かつ自立発展的に機能するに要する全活動及び全期間を支援のスコー

プに入れているわけではないものの、他方で、システム全体のこれまでの実績や今後の課題を

とらえる作業なくしては、CD-SWCによるシステム構築・強化への貢献を適切にとらえるのが困

難となり、また、本評価をJICAによる協力内容のみを切り取って個別に実施することは、SWC

の本質にもそぐわない。他方、本中間評価調査団がSWC全体の評価を請け負うという制度的根

拠も関係者の合意もない。 

また、（2）で述べた点について、現時点のPDM-0版のNarrative Summary及び指標部分が保健省

のキャパシティの変化を説明した書き方になっていないため、PDM-0版に基づいた評価では、

目標の達成が果たしてキャパシティ強化の結果であるかがきちんと確認できるような形で意識

して評価することが必要となる。 

このような本協力のもつ特殊性を鑑みて、本中間評価は、保健セクター作業部会（Sector 

Working Group for Health：SWG for Health）の関係者がSWC全体をレビューするプロセスと、本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ CD-SWC中間評価の調査フロー 

 

 セクター事業調整全般の実

績のレビュー 

 セクター事業調整全般の課

題について整理 

 阻害要因・貢献要因の洗い出

し 

 CD-SWC（JICA 技術協力部

分）の実施プロセス・実績レ

ビュー 

 評価 5項目に沿った分析 

 阻害要因・貢献要因の洗い出

し 

上記の結果として・・・ 

 セクター事業調整全般にかか

る実績表と記述 

 セクター事業調整全般にかか

る方向性を協議 

上記の結果として・・・ 

 評価 5 項目に沿った分析結果

と中間評価の結論 

 阻害・貢献要因の分析結果 

評価結果、提言、教訓の抽出 

上記提言をもとに、セクター事業調整全

般にかかる年間作業計画表を作成 

（調整メカニズム事務局） 

上記提言をもとに、PDM改訂 

（保健省・CD-SWC専門家） 

SWG for Health による作業 中間評価調査団 による作業 



 

－6－ 

中間評価調査団がCD-SWCの事業レビューをするプロセスとに分け、両者がそのレビュー結果を

参照しながら今後の方向性について関係者間で合意形成ができるような形で調査を進めた。具

体的なプロセスについて、図－１に示し記述説明を加えた。さらに、2）で述べた点については、

関係者へのインタビューは、介入前と介入後の変化が確認できるような構造とすることで対応

した。 

 

＜第1段階＞ 

中間評価調査団は、本協力のR/D及びミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）協議時に合意され

たPDM-0版（付属資料1．Annex 1参照）をプロジェクトの「計画」ととらえ、投入、活動、アウ

トプット、プロジェクト目標に関して「計画」と「実績」を比較したうえで、進捗状況を把握

した。この際に、以下の事務局によるSWC全体の実績レビュー結果を参考とした。 

SWG for Healthの事務局は、SWC全体の実績レビュー、SWC全体の促進・阻害要因分析、今後

の方向性について討議するためのワークショップを実施し、関係者間で意見交換がなされた。 

＜第2段階＞ 

活動の進行や効果の発現を促進した要因、阻害した要因についての分析を行った。この際に

事務局によるワークショップの結果を参考にした。 

＜第3段階＞ 

評価5項目（「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」）に沿って現時点

までの協力内容の査定を行った。なお、各項目の定義については 

表－１「評価5項目の定義」を、評価設問については付属資料1．Annex 3：評価グリッドを参

照のこと。 

＜第4段階＞ 

暫定的な中間評価の結果をPDM-1版に反映させ、CD-SWCに対する今後2年の残存期間に向け

た提言を導出した。 

＜第5段階＞ 

上記の結果をSWG for Health（O）にて発表し、他のDPからコメントを受け、その内容を評価

報告書・PDM-1版に反映させた。 

 

１－５－２ 評価5項目 

本評価調査で適用した評価5項目の定義を表－１に示した。中間評価においては、妥当性と効

率性の視点に重点をおき、有効性、インパクトは予測、自立発展性は達成見込みをみていった。 

 

表－１ 評価5項目の定義 

評価5項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

1 妥当性 事業目標（Project Purpose）と上位目標が援助受入国の政府政策や日本のODA

政策・戦略に沿っているかどうか、ターゲット・グループや最終受益者のニー

ズに合致しているかどうかを確認します。 

2 有効性 事業目標（Project Purpose）の達成状況やプロジェクト戦略の妥当性、特に事業

目標とアウトプットの相関関係を確認します。 
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3 効率性 事業による投入の種類・時期・質の適切性や、投入がどの程度アウトプットに

転換されたかをみることで、プロジェクト実施の効率性を分析します。 

4 インパクト 事業の介入によって、事業にかかわる組織・個人などに正・負の影響が出てい

ないかどうかを確認します。 

5 自立発展性 それぞれ組織・制度、財政、技術的な側面から、事業で得られた実績が事業完

了後も継続していくかどうかを確認します。 
出所：「JICA事業評価ガイドライン（2004年1月）」JICA 

 

１－５－３ データ収集方法 

本評価調査では、以下の手法でデータを収集した。 

（1）文書・報告書等のレビュー 

・プロジェクト実施運営総括表、専門家業務完了報告書、チーフ・アドバイザー月例報告

書 

・SWG for Healthにより作成された文書（議事録、TORなど） 

・援助効果にかかるパリ宣言、ビエンチャン宣言関連文書 

・保健政策関連文書（保健戦略2020、第6次保健セクター開発5カ年計画（2006～2010）、保

健省令など） 

・その他関連文書 

 

（2）中間評価団による直接観察 

・事務局会議へのオブザーバー参加 

・セクター作業部会（執行レベル）への参加と発表 

 

（3）関係者へのインタビュー（付属資料1. Persons interviewed参照） 

・保健省関連各局［官房、計画予算局（Department of Planning and Budgeting：DPB）、組織

人材局（Department of Organization and Personnel：DOP）、衛生予防局（Department of Hygiene 

and Prevention：DHP）、母子保健センター（Maternal and Child Health Center：MCHC）、国

立公衆衛生院（National Institute of Public Health：NIOPH）］ 

・計画投資省国際局 

・開発パートナー〔WHO、国連開発計画（United Nations Development Program：UNDP）、

世界銀行（The World Bank：WB）、アジア開発銀行（The Asian Development Bank：ADB）、

国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）、国連児童基金（United Nations 

Children’s Fund：UNICEF）〕 

・日本大使館、JICAラオス事務所 

 

（4）日本人専門家・カウンターパート（Counterparts：C/P）への質問票調査 

・事務局スタッフ10名（官房長、副官房長、計画・予算局副局長を除く） 

・日本人専門家（長期4名、短期1名） 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 調査総括 

この2年間でCD-SWCは、枠組みとしては何もないところから事業調整の枠組みを正式に設置す

るところまで保健省を粘り強く支援してきた。ビエンチャン宣言という援助調和化の後押しもあ

り、ラオス保健省並びにDPとが、事業調整、プログラムアプローチへの理解を深めてきたという

要因もあるが、枠組みの構築がなされて、その活用に向けて進捗があったのは、CD-SWCによる運

営面、金銭面を含む技術支援があってことだったと判断している。WHO、UNFPAを初めとする他

のDPのかかわりも不可欠であったものの、それらDPからも本支援へのポジティブな評価が多かっ

たことからも、その貢献度合いがうかがい知れた。 

構築された枠組みは、調整のための有用なプラットフォームとしてその利用価値が関係者から

認められるようになってきているが、保健省自身がこの枠組みを自立的に運用できるという段階

には遠く及ばず、これからの2年間でメカニズムの機能強化とより広範な活用の促進に向け、保健

省とCD-SWCは努めなければならない。その過程において、将来の自立発展をにらみ、保健省が調

整のプロセスを運営管理していく個人、組織のキャパシティを強化していくことが必要となる。 

今回の評価を通じて認識されたのが、案件開始時には存在しなかったビエンチャン宣言からの

調整メカニズムに対する影響についてである。2006年11月に同宣言はラオス政府と有志のDPとで

合意され、2007年7月に同宣言のアクションプランが作成された。2010年に入りアクションプラン

の進捗確認の必要性がラオス政府とDPとの間で意識されるようになり、これまであまり関心を払

っていなかった保健省のなかでも徐々に意識が高まってきたことを調査を通じて改めて認識した。

ラオス政府も本案件立ち上げ当初はあくまで保健政策･事業にかかわる保健省内外の事業調整を

進めることに意識があったが、それに加えて援助調和化の視点が加わった。それによりCD-SWC

による活動に対する外部からの期待も自然と高まったということが認識された。また、日本は、

保健セクターのセクター作業部会（政策レベル）〔Sector Working Group Policy Level：SWG（P）〕

の共同議長をWHOとともに務めていることもあり、共同議長としての日本政府、最大の二国間援

助機関としての日本政府/JICA、直接的に保健セクターの事業調整を支援しているJICAのCD-SWC

というそれぞれの立場、役割からのかかわりがより一層求められるということも併せて意識され

た。もちろん、保健省、日本だけが進めるべき話ではなく、調整メカニズムをより活用して他DP

を巻き込むことでビエンチャン宣言の実践につながるものと考える。 

もう1つ評価を通じて明らかになったのが、事業調整を進めることによって、保健省の内での調

整、情報共有が進んだことである。なかには、省内調整が進んだことをより高く評価している政

府職員もおり、日本側では想像しえない結果であった。本案件は、保健省とDP間との調整に加え

て、保健省局間調整についても改善しなければという問題意識があり始まったものだが、実際は

日本人がかかわれる部分は限られていた。DPの動きに対して保健省がその対応策を省内で練るた

めに進んできたものと思料するが、過度な縦割りが残る省内の風通しが良くなってきたこととい

う事実は喜ばしいことである。 

今後、調整メカニズムが自立的に動くようになるためには、ラオス側がメカニズムの運営キャ

パシティを身につけること、そしてこのメカニズムから関係者が有意義であると評価する産物が

出てくることが肝要である。現段階では保健省によるCD-SWCへの依存度は高い。保健省としても

今後予定の組織改編での調整ユニット（Coordination Unit：CU）を正式な部署として位置づけ、フ
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ルタイムの職員を配置するという考えもあるとのことである。評価調査での「提言」に微細な点

も含めてメカニズム運営の改善内容を含めたので、今後のラオス側の対応に期待したい。 

次に調整メカニズムで扱う中身についてだが、母子保健分野では具体的な内容が検討され、実

施につながる段階のものも出てきている。一方、プログラムベースのマネジメント、保健財政、

保健人材の内容については、まだ十分に中身の議論まで話がいっていない。これまではメカニズ

ムが走り出した段階であったが、今後はより明確な方向性と内容を定めて節目節目にアウトプッ

トを生み出していくことがメカニズムがより広く利用されるためには必要である。今のところは

否定的な評価はないものの、減らそうとしていた会議がより増えた、議論に前進がないと保健省

関係者やDPから評価されると、このメカニズム自体が活用されなくなる恐れも否定できない。保

健省は、各レベルのグループに年間計画を作成させる考えをもっており、それができることで保

健省並びにDPがより使いこなせるものになることを期待している。また、プログラムベースのマ

ネジメント、プログラムアプローチが必要という認識は関係者にあっても、各自の認識は合致し

ていない状況にある。CD-SWCにおいてもそれらの内容検討が十分に進んでいなかったので、今後

プログラムのマネジメントツールの中身、活用方法をしっかりと検討し、保健省、DPとで作成、

使用することを求めたい。 

これらツールに基づいた、第6次保健セクター5カ年計画の合同評価、第7次保健セクター5カ年

計画の作成の基盤づくりといった活動が新たに活動として整理されるなど、中央レベルのメカニ

ズム全体について取り組むべきことは多くある。これまでCD-SWCでは事業調整全体の枠組み整備

に加えて、選択プログラムである母子保健分野への技術的な取り組みにも注力してきたが、本案

件の重心は調整メカニズムの構築と機能強化であることから、PDMの改訂検討においてその方針

を踏まえて整理した。2年後には保健省の体制と能力が整い、そこから保健省、DP双方が利とする

アウトプットが出せるような段階になっていることを期待している。 

最後に本案件は通常の技術協力プロジェクトとは性質が異なるものであり、評価においてもプ

ロジェクト関与の範囲を区切ることが難しいことが想定されたため、PDMによるプロジェクト評

価の枠を広げて保健セクター全体での進捗という視点も加えて評価を行った。現時点では成果が

十分明確に出せる段階のものが多くはないということもあるが、進捗があったとしてもJICAのプ

ロジェクトとして通常の5項目の視点だけで評価を行うことは難しい。また、個人、組織のキャパ

シティ・デベロップメントに留意した案件でもあるが、それらの評価についても容易ではない。

PDM改訂版の指標にはキャパシティ･デベロップメントの視点も盛り込んだものが期待される。終

了時評価時においても同じく難易度の高い評価になると思料され、PDMの枠だけでなく、プログ

ラム評価の視点をもつことに留意すべきである。 

 

２－２ 調整メカニズム及びプロジェクトの実績 

２－２－１ 調整メカニズム全体の進展・課題と今後の方向性 

CD-SWCは、保健セクターにおけるSWCメカニズムの設置とその機能強化を支援する事業で

ある。そのため、本中間評価調査では事業が開始された2006年8月前後から現在に至るまでの

SWC全体の進展をとらえ、その課題と今後の方向性を把握したうえで、CD-SWC自体の進捗・

実績をレビューした。したがって、「２－２－１」及び「２－２－２」で示された実績部分の内

容は、重複することがある。 
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（1）調整メカニズム設立の背景 

保健セクターにおけるSWCメカニズムの進展を記述する前に、まず、調整メカニズムが

公式に承認されるまでの経緯について触れることとしたい。 

2004年当時、保健省のDPとの調整にかかるイニシアティブは弱く、その進展は遅々とし

ていた。各DPはそれぞれ県や郡でプロジェクトを組んで活動を行い、その実態は中央の保

健省でも把握されていないのが実情であった。さらに、中央から県・郡に至るまで縦割り

のプロジェクト実施体制が定着しているために、県・郡レベルにおけるサービス提供の場

では、プログラム間の調整が大きな課題とされていた。 

その状況に対処すべく、UNDPのイニシアティブでインフォーマルな調整会議をセクター

ごとに行うことが決定され、保健セクターにおいても2004年6月には日本（大使）を議長国

として「ドナー調整会議」が開始された。その後、ドナー調整会議は2回開催され（2004年

9月23日、2005年2月16日）、そのTORもほぼ確定していた。その一方で、2004年8月にはWHO

とJICAの保健省アドバイザーを中心に保健省副局長レベルを含めた「調整のためのTWG会

議」も開始された。前者が各援助機関や大使館のトップによる政治的決定を含めた会議で

あるのに対して、後者はより技術的な内容を話し合う場として想定され、2005年3月に第2

回目の会議が実施されたが、保健省側のイニシアティブが依然弱く、定例化には至らなか

った。 

表－２に、2005年当時のラオスにおけるドナー調整のための会議分類を示した。保健セ

クターでは、ドナー調整会議、技術作業部会議、プログラムごとの調整会議と3段階の構造

となっているもののそれぞれの役割分担が明確とはいえず、またうまく連動しているとは

いえなかった。 

 

表－２ ラオスにおけるドナー調整のための会議（2005年当時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：ラオス国保健医療概況2005（平成17年３月10日）、三好知明 

 

 

Policy •Round Table 
Meeting

•Donor Coordination 
Meetings

Whole 

•Technical Working 
Group Meeting

•Donor Coordination 
Meeting  for Health, 
Gender and HIV/AIDS

Informal

Health (overall)

Technical

•ICC for EPI

•CCM against AIDS/TB/Malaria 

•Working Group Meeting on 

HIV/AIDS/STI etc.

Health (specific)

FormalSector
Type of 
meeting

Policy •Round Table 
Meeting

•Donor Coordination 
Meetings

Whole 

•Technical Working 
Group Meeting

•Donor Coordination 
Meeting  for Health, 
Gender and HIV/AIDS

Informal

Health (overall)

Technical

•ICC for EPI

•CCM against AIDS/TB/Malaria 

•Working Group Meeting on 

HIV/AIDS/STI etc.

Health (specific)

FormalSector
Type of 
meeting



 

－11－ 

上記のように調整メカニズムの模索が続く2004年7月、保健省はSWC能力強化のための技

術協力プロジェクトの要請書をJICAに提出した。要請を受け、2005年12月の第1次事前評価

調査、2月から3月の第2次事前評価調査を経て、2006年8月から技術協力プロジェクトとし

て活動が開始された。 

ここで留意すべき点は、JICA保健省アドバイザーやWHOによって保健省各局を巻き込む

形で開始されたSWC促進は、末端でのサービス統合にその志向性があり、「援助効果に係る

パリ宣言（2005年3月採択）」による動機づけからは直接発していないことである。現に、

パリ宣言に準ずるビエンチャン宣言は、CD-SWCの事前評価調査や事業開始から3カ月後の

2006年11月に採択されている。したがって、CD-SWCのPDMの活動内容はビエンチャン宣

言国別行動計画（Vientiane Declaration Country Action Plan：VD-CAP）に重なるものがある

が、CD-SWCのスコープはビエンチャン宣言のそれより狭いものとなっている。 

ビエンチャン宣言は、調整メカニズムの正当性を高めただけでなく、上述のいわば異な

る目的から発した複数の調整会議を1つのメカニズムとして統合する機会を与えたといえ

る。2006年5月～11月の6カ月にわたる協議・検討の結果、調整メカニズム全体像が関係者

間で合意され、2008年2月の正式承認に至っている。 

こうして、調整メカニズムがVD-CAP推進組織として位置づけられたことで、調整メカニ

ズム全体の負う責任範囲がいわば自動的に拡大することとなった。これは、調整メカニズ

ムが当初JICAが想定していた「SWC」のスコープを超えるレベルの機能を期待されること

になったことを意味している。 

 

（2）調整メカニズム全体の進展 

上記の背景からも推量できるように、保健セクターには調整メカニズムを異なる視点か

らとらえる枠組みが混在している。したがって、調整メカニズム全体の進展をとらえる際

にも、2種類の見方が存在する。まず、CD-SWCが開始される前の時点と現時点の状況を比

較して評価する見方、他方、VD-CAPに示された達成目標と達成想定時期に照らしてその進

展を評価する見方もある。 

後者のVD-CAPの目標値や達成想定時期に照らして保健セクターの調整メカニズムの実

績を評価した場合、その進展は極めて限られたものであり、行動計画の部分によってばら

つきがある。（VD-CAPに照らした保健セクターにおける2008年8月末現在における進展状況

については、保健省によって計画投資省国際協力局に提出された文書1を参照のこと。） 

一方で、前者の見方から案件開始からの過去2年間に起こった変化を振り返ると、図－２

に示された調整メカニズムが公式に保健省による認証を受けるなどの進展があり、SWCへ

の礎石が築かれたことが評価できる。このメカニズムが公式認証される以前は、調整に係

る政府・DP間の会議では、メカニズムの構造やその組成ユニット、構成員、各ユニットの

機能及びTORなどが協議されるにとどまっていた。 

 

                                            
1 “(Draft) Progress Report of the Implementation of Vientiane Declaration Action Plan for Health Sector,” prepared by MOH-DPB 

for MPI-DIC, August 2008 
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図－２ 公式認証を受けたSWCメカニズム（保健） 

 

現時点においては、事務局（Secretariat）やセクター作業部会（執行レベル）（SWG（O））

において、共通の懸念事項について保健省・DP間で合意形成づくりが始まっている〔例と

して、保健システム強化のためのGAVIプロポーザル（Global Alliance on Vaccines and 

Immunization：GAVI-HSS）、MNCH統合パッケージ、熟練助産師養成・育成計画（Skilled Birth 

Attendant：SBA養成・育成計画）などがある〕。また、援助内容の重複を避けるため、複数

のDPらが支援内容を発表し、年間計画などの情報を共有する試みも始まっている。 

さらに、全体の調整構造が協議されていた期間中においてもサブセクターレベルにおい

て母子保健 /拡大予防接種プログラム（Maternal and Child Health/Expanded Program on 

Immunization：MCH/EPI）統合技術作業部会は、パートナーシップ強化のための実質的な活

動を続けていた。また、MCH/EPI統合技術作業部会ほどパートナーシップが成熟していな

いものの、保健人材技術作業部会（Human Resource TWG：HR TWG）及び保健計画・財政

技術作業部会（Health Financing TWG：HF TWG）についても、限られたDPから技術的な支

援を受けて計画・タスクフォース（Task Force：TF）レベルでの活動を続けており、以下の

例に挙げられるように垂直的プログラムの統合や技術内容の統制など一定の成果を上げて

いる。 
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1）2年前は、EPIは垂直的なプログラムとして活動が実施されていたが、現在ではMCH/EPI

統合技術作業部会のもと、母子保健プログラム内にEPI活動を統合するための実施戦略・計

画の策定が続けられている。保健省は、このように統合技術作業部会によって策定された

母子保健の統合パッケージ（Maternal, Neonatal and Child Health Package：MNCH統合パッケ

ージ）を年末までに立ち上げが予定されている。 

 

2）妊産婦死亡率（Maternal Mortality Rate：MMR）と乳児死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）

の問題を解決するために、上述の母子保健統合の動きのなかで、継続ケアの問題と熟練助

産師による出産介助の重要性が指摘された。この問題は調整メカニズムのなかでも協議さ

れ、MCH/EPI統合技術作業部会は、保健省関連部局とDPから構成されるタスクフォースを

結成させて、共同アセスメント、共同戦略開発を実施し、更にサービス向上に向けたMNCH

統合パッケージの策定を共同で実施するに至った。 

 

3）2年前は、社会保障制度に関して県によって異なる複数のイニシアティブが存在していた

が、現時点においては、中央保健省のタスクフォースによって医療保険制度に係る技術的

統制の執行が協議されている。しかしながら、タスクフォースの活動は、調整メカニズム

の事務局や現存の作業部会において十分協議されているとはいえない。 

さらに、2年前には「国家社会経済開発計画（National Socio-Economic Development Plan：

NSEDP）」の保健分野部分、「国家保健戦略2020」、「第6次国家保健セクター開発5カ年計画

（2006～10）」、「国家成長・貧困撲滅戦略（National Growth and Poverty Eradication Strategy：

NGPES）」など複数の異なる保健セクター戦略や計画が混在し、DP間では援助をどの枠組み

に一元化すべきかについて合意がなされていなかった。そうした背景を踏まえ、関係者の

間では、2008年1月にDPが第6次保健開発5カ年計画（2006～10）を「共通かつ単一のセクタ

ー政策枠組み」であると合意したこと、そして2008年の8月に保健省によって同5カ年計画

（ラオス語版）がDPと共有されたことが、今後のSWCメカニズムの今後の躍進を契機づけ

るとも評価されている。さらに、2008年7月9日のセクター作業部会（執行レベル）におい

て、第7次保健セクター開発5カ年計画をDPと共同で策定していく所存が保健大臣によって

表明され、議事に残されている。 

    

以上がSWCメカ二ズムの進展の主なものであるが、それ以外の達成事項も含めてセクタ

ー作業部会（執行レベル）設置の際に合意されたセクター作業部会（執行レベル）の目的

に沿ってまとめたものを表－３に示す。 

 

表－３ 過去2年間のSWCの進展（2006～08年） 

調整メカニズムの目的* 進捗・達成状況 

1．多年度保健セクター開発計画の

開発、実施及び管理を行う。 

進捗に遅れがみられるものの、2008年1月に第6次保健セク

ター開発5カ年計画が一元化の対象であるとの合意がなさ

れ、8月に同5カ年計画（ラオス語版）がDPと共有されたた

め、今後の躍進が期待される。 
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調整メカニズムの目的* 進捗・達成状況 

2．ラオスの保健セクターにおける

すべての活動が5カ年計画に示

された共通の目標に向けて一

元化されるよう、また、VD-CAP

の調和化の精神に則り単一の

政策枠組みが共同で計画、調

整、実施、モニタリング・評価

され、実施されるようにする。

特に母子保健プログラムにおいて、共同計画策定の面で進

展がみられている。 

同プログラムでは、MMR・IMRの削減という共通の目標を

より効果的に達成するために、以前は独立したプログラム

として実施されていたEPIプログラムを母子保健プログラ

ムに統合することを保健省・DPが合意した。 

さらに、MCH/EPI統合技術作業部会は、MNCH戦略・計画

枠組みを共同で策定するためにタスクフォースを立ち上

げた。同枠組みには、母子保健プログラムの共同モニタリ

ング・評価にかかる部分も含まれている。UNFPA、JICA、

WHOはタスクフォースに技術的な投入を行い、効率的な作

業の促進に寄与した。作業部会の成果品としてのMNCH統

合パッケージは2008年10月にlaunchされる予定である。 

その他保健財政戦略、医療保険基金（Health Equity Fund）、

保健人材開発戦略などのイニシアティブについては、タス

クフォースのレベルで保健省とDP共同の計画策定が進ん

でいるものの、その策定プロセスは非公式で限定的であ

り、公認作業部会の枠外で実施されている。 

これら共同計画策定・調整・実施・モニタリング・評価に

かかる進展は、現時点ではサブセクターレベルに限定され

ている。 

3．ラオスの保健システムが強化さ

れ基礎的な保健サービスがす

べての人民に届くようにする

ために、保健省とDP間において

パートナーシップの強化及び

集団のコミットメント強化を

行う。 

保健システム強化のためのパートナーシップ強化につい

ては、以下の点において顕著な進展がみられている。 

・SWCメカニズムが公式に定義された 

・個々の構成ユニットのTORが草案され、合意された 

・保健省・DPが共同でSWG（O）会合を組織し、運営し

ている 

パートナーシップの精神や集団へのコミットメントが強化

されていることを裏づける事実が観察された（例：

GAVI-HSSプロポーザルの認証、母子保健プログラムにおけ

る統合プログラムの共同策定や共同モニタリング枠組みの

策定）。また、評価団がインタビューした複数の関係者から

「それぞれの強みを生かし力を合わせることでサービス提

供の結果がより効果的に出せる」との発言があった。 

4．共通のプログラム目標に向けた

援助コストの削減、関係者の参

加促進及び相互の介入・協力の

強化を通じて、透明性・説明責

任の高いプログラム・ベースの

管理を進展させる。 

援助コストの削減や透明性・説明責任の側面に係る関係者

の努力はいまだ散発的で調整メカニズムによる意図的・集

合的な統制には及んでいない。 

しかしながら、DPのなかには、共同でミッションを実施す

ることを検討する意思を表明したものがある。また、複数

のDPが透明性の確保と調整の更なる促進のために各機関

の協力内容や年間計画などを調整会合において共有した。

さらに、保健省各局とDP間で類似会合の重複を避けるため

に情報共有が頻繁かつ充実した内容で実施されるように

なってきている。 
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調整メカニズムの目的* 進捗・達成状況 

5．事務局の支援を通じて、積極的

なコミュニケーションの促進

と情報の共有を促し、SWCメカ

ニズムに新たなグループを統

合していく。 

より多くの関係者を調整メカニズムに参加させていくた

めの努力に進展がみられる。事務局会合は2007年1月当初

の11代表（保健省7部局, DP4組織）から2008年5月には13

組織（保健省7部局, DP6組織）に拡大し、SWG（O）に関

しては参加希望者を随時受け入れている。 
出所：保健省官房局プレゼン資料, 事務局メンバーに対するインタビュー結果, 事務局会議へのオブザー

バー参加を通じた中間評価団による観察内容をもとに作成 
* SWG（O）のTOR内で合意されたSWCメカ二ズムの目的（Objectives）より 

 

（3）現時点における調整メカニズムの課題 

関係者内でのパートナーシップ強化に向けたモメンタムが高まり、保健省・DPが調整メ

カニズムにかける期待もより大きくなってきている現在、調整メカニズムが両者の関心事

を適切に処理する必要性が以前にも増して高まっている。 

こうしたなか、調整メカニズムの抱える課題には以下が挙げられる。 

1）VD-CAPに含まれるより広範なSWCの活動項目の一部は、現時点まで調整メカニズム

内で積極的に扱われてこなかったこと（日当宿泊・インセンティブの統制、訓練・研修

活動の手続き調和化など） 

2）第7次5カ年計画策定開始を2009年2月に控えているものの、プログラム・ベースアプ

ローチ（program-based approach）への移行は、いまだ開始地点に留まっていること 

3）保健人材技術作業部会、保健計画・財政技術作業部会による会合は定期開催されてお

らず、早急に対処すべき事項についてのみ非公式のタスクフォースレベルの会合に留ま

っている。その結果、人材開発戦略、保健財政戦略、アウトリーチ対コミュニティ総合

保健センターの設置の議論、日当宿泊費の統一など重要な事項が、いまだ調整メカニズ

ム内で十分に協議されていないこと 

4）公式のメカニズムとは別に、重複・類似したフォーラムや作業部会を設置する傾向が

みられること（これは、おそらく単に各機関が単独で保健省と作業をしてきた以前から

の習性が抜けないこと、もしくは、協議プロセスにおいて調整が長引くのを避ける意図

的な行為として実施されていると考えられる） 

5）保健省による会合の運営やフォローアップの実施に改善の余地があること 

 

（4）調整メカニズムの今後の方向性 

本中間評価が入る少し前まで、保健セクターの調整の場では、調整の概念やメカニズム

の設置、その機能などに係る協議に関係者の時間・精力が消費されていた。したがって、

公式設置を経た調整メカニズムは、今後、常設機関として、より集団的、体系的、かつ長

期的な視点から機能していくための移行期にあるといえる。 

2009年2月には「第7次保健セクター開発5カ年計画（2011～2015）」の策定プロセスが開

始され、VD-CAPの要求事項を2年後の2010年にクリアしなければいけないことを考えれば、

2008年末に向けての数カ月のメカニズムとしての動きが今後のSWCの方向性を決定づける

局面を迎えているといえる。さらに、2008年10月に立ち上げが予定されているMNCH統合

パッケージのもと県レベルにおけるパイロット実施が開始されるが、その実施を支える調

整メカニズムの県レベルへの展開に焦点があてられることも今後の検討事項となろう。つ
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まり、メカニズムをつくる動きから、メカニズムを実際に使い、保健サービスの改善に向

けた上記の課題解決に向けて精力を傾ける段階に入ったといえる。 

そのためには、調整メカニズムの各構成ユニットが適正に機能することだけでなく、全

体がシステムとして能率良く機能するために各構成ユニットの関係性が合理化される必要

がある。したがって、SWCの達成項目を成功裏に扱っていくには、プログラム・ベースア

プローチへの移行や調整メカニズム運営に係る保健省のリーダーシップとキャパシティの

強化と、その強化のプロセスをDPがいかに効果的に支援できるかにかかっているといえる。 

 

２－２－２ CD-SWCの実績 

本セクションでは、CD-SWCの過去2年間の実績を投入、活動、アウトプットの順にみていく

こととする。 

（1）CD-SWCの投入 

表－４は、CD-SWCによる投入の計画値と実績値を比較したものである。2008年8月現在

において、計画で約束された投入は今のところすべて提供されている。 

 

表－４ CD-SWCによる投入（計画値と実績値の対比） 

計画値（2006年8月） 実績値（2008年8月31日現在） 

【長期専門家】 

・チーフ・アドバイザー1名 

・組織能力開発/調整員1名 

【計60.8 MM, 3名】 

・チーフ・アドバイザー1名（ただし、前任者は保健省ア

ドバイザーと兼任,後任者はJICA保健協力アドバイザー

としての助言も実施） 

・組織能力開発/調整員1名 

小児保健1名 

【短期専門家】 

相互合意された分野にて派遣 

【計6.0MM、2名】 

・母子保健専門家2名 

（付属資料1．Annex 5参照）

【機材供与】 

・事務機器 

・視聴覚機器 

・その他必要に応じ相互合意した機

材を提供 

【計3万7,415米ドル】 

・事務機器（CD-SWC事務所管理） 

・四輪駆動車1台（CD-SWC事務所管理） 

・四輪駆動車1台（KIDSMILE終了後CD-SWC事務所に管

理委託された車両） 

・通信機器（保健省/CD-SWC 事務所管理） 

（付属資料1．Annex 6参照）

【現地業務費】 

・特定されていない 

【計7万2,824米ドル】 

FY 2006  2万3,991米ドル 

FY 2007  3万6,970米ドル 

FY 2008  1万1,862米ドル（2008年8月31日現在） 

（付属資料1．Annex 7参照）
出所：R/D（2006年8月）、CD-SWC作成資料（2008年9月） 
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追加的に、MCH/EPI統合技術作業部会及びタスクフォースで生じた作業を技術的に支援

するために、また、2007年10月に終了したKIDSMILE下で実施されていたMR関連活動〔各

施設が最低限の保健サービスを提供するための指針10項目（Minimum Requirements：MR）〕

を継続するために、小児保健の長期専門家が1名配置された。車両の提供は計画時点では想

定されていなかったものの、結果的には2台の提供があった（1台目は新規購入、2台目は子

どものための保健サービス強化プロジェクト（The Project for Strengthening Health Services 

for Children：KIDSMILE）終了時に管理権限がCD-SWCに一時的に移行されたもの）。 

現地業務費については、2008年8月31日現在で7万2,824米ドルが支出された。以下の2つの

グラフにそれぞれアウトプット別の支出割合、費目別の支出割合を示した。アウトプット

別の割合では、母子保健プログラムに関連するアウトプット6、7への支出が多い（全体の

74％）が、これは母子保健サービス・シナジー・アセスメントの実施やSBA養成・育成計

画策定にかかる活動費が含まれているためである。アウトプット5の活動のなかで、「保健

行政官吏」を対象とした研修費用は、現地国内研修の予算から拠出されたため、CD-SWC

からの支出は専門家の出張費用とCD-SWC事務所のオーバーヘッドのみ含まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：CD-SWC作成資料（2008年9月） 
注：アウトプット別の支出割合は事務所経費（overheads）負担を含む。また、現地業務費用には専門家派

遣費用・機材供与費用は含まれていない。 

 

図－３ 全体の現地業務費（支出実績）に占めるアウトプット別・費目別割合 

 

費目別割合では、「一般業務費（Operational Cost）」が支出の半分を占めており、基本的に

CD-SWC事務所を維持するための費用（事務用品、飲料水、携帯電話・Fax、事務所機材、

車両燃料、その他）が含まれている。次に「出張経費（Travelling）」が26％、「謝金報酬（Fees）」

23％と続く。謝金報酬は、契約ベースで調達・雇用した現地スタッフ、翻訳サービス、運

転手兼事務所支援員への支払い分である。会議費は、SWCメカニズムに関連するさまざま

な会議の運営費用で、全体の2％、1,751米ドルに抑えられている（約30～40回分の会議を支

援：セクター作業部会（執行レベル）［×3］、事務局［×7］、MCH/EPI統合技術作業部会［×

6］、MCHタスクフォース、SBA養成・育成計画策定、MR普及に係る会議［×14～24］）。 

 

SWC 
Mechanism
$13,338

18% Program‐
based 

Approach

$1,264
2%

Program 
Management 

Training

$4,271
6%

MCH TWG
$55,642
74%

Local Expense Support
(breakdown by Outputs)

Travel
$19,152
26%

Fees
$16,486
23%

Meeting 
Cost

$1,751

2%

Operational 
cost

$35,436

49%

Local Expense Support
(breakdown by type)

Output 1: SWC Mechanism 
Output 2,3,4: Program- 
based Approach 
Output 5: Program 
Management Training 
Output 6, 7: MCH TWG 
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（2）保健省の投入 

2008年8月31日現在までの保健省による投入分の計画値と実績値の比較を表－５に示し

た。概して、保健省側はR/Dの取り決めどおり人材を割り当て、その他約束された物的投入

を提供している。C/Pの投入には事業開始から約2カ月の遅れがあり、調整活動の開始の遅

延につながった。また、C/Pのなかには出席が極めて限定されている者もいる。 

保健省側のみの投入ではないが、個別プロジェクトを管理するための合同調整委員会

（Joint Coordination Committee：JCC）をつくらないかわりに、CD-SWCは新たに設置される

政府・開発パートナー調整会議によってモニタリングされるはずであったものの、その計

画は現時点では実行されていない。 

 

表－５ 保健省による投入（計画値と実績値の対比） 

計画値（2006年8月） 実績値（2008年8月31日現在） 

【C/P配置】 

 

2006年10月24日より以下のC/P配置がなされた（兼

任ベース）。 

1．プロジェクトディレクター：保健省官

房長（1名） 

2．プロジェクトマネジャー（2名） 

・保健省副官房長 

・保健省計画予算局副局長 

3．プロジェクト・チームメンバー 

・調整ユニットコアメンバー、官房局

と計画予算局より各2名 

・上記以外の部局代表各1名 

4．その他双方が合意した人員 

1．プロジェクトディレクター：保健省官房長（1

名） 

2．プロジェクトマネジャー（2名） 

・保健省副官房長 

・保健省計画予算局副局長 

3．プロジェクト・チームメンバー 

・調整ユニットコアメンバー、官房局と計画予

算局より各2名 

・上記以外の部局代表各1名（5名） 

4．その他双方が合意した人員 

（付属資料1．Annex 8参照）

【CD-SWCの運営管理】  

CD-SWCの活動を通じて設置される「保

健セクター調整会合（仮称）」がCD-SWC

の事業管理責任を負う。 

・CD-SWCの活動を通じて設置されたSWG（O）及

びその事務局における決定がCD-SWCの活動内

容に多大な影響力をもっているが、それらの会合

がCD-SWCの事業管理をしているわけではない。

・CD-SWCの活動にかかる決定は以下のようになさ

れている。 

・調整ユニット及びSWG（O）・事務局の運営全

般に係る決定権限→官房長 

・それより上位の事項に係る決定→保健省運営委

員会 

・在外事業強化費支出にかかる決定→チーフ・ア

ドバイザーもしくはJICAラオス事務所 
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計画値（2006年8月） 実績値（2008年8月31日現在） 

【土地・建物・施設】  

・調節ユニットメンバー及び日本人専門家

のための適切な作業場 

・その他、必要に応じて双方が合意した施

設 

・日本人専門家のための適切な作業場が保健省隣の

リエゾン・コンプレックス内に提供されたが、調

節ユニットメンバーとは別の作業場であった。 

・会合及び研修に必要な施設が提供された。 

【光熱費・水道代など】  

・活動に必要な光熱費、水道代、下水代、

電話・事務所家具など 

・活動に必要な光熱費、水道代、下水代、電話など

が提供されている。 
出所：R/D（2006年8月）、CD-SWC作成資料（2008年9月） 

 

（3）CD-SWCの活動実績 

日本人専門家は保健省内調整ユニットの職員との協議のうえ、PDM上のアウトプットを

達成するために必要と判断された活動を適宜追加、変更して対応している。表－６は、

PDM-0版に示された活動と実際の活動を比較したものである。 

アウトプット1では、ほぼPDM-0版のとおり活動が実施されたが、アウトプット2～4では、

保健省による第6次5カ年計画の公開が遅れたこと、及びJICAラオス事務所・CD-SWC事務

所によって開示をまつ以外の判断が下されなかったことにより、活動が大幅に遅延してい

る。アウトプット5についても、C/P機関のキャパシティが不十分であったにもかかわらず、

CD-SWC側で何ら適切な技術支援が最近まで提供されなかったことが理由となり、遅れてい

る。アウトプット6及び7においては、MCH/EPI統合技術作業部会を技術的に支援するため

に多くの活動が新たに追加されており、順調に活動が実施されている。 

 

表－６ 活動実績表（計画値と実績時の対比） 

計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

アウトプット1を達成するための活動「調整メカニズムが強化される」 

1-1 保健省が保健セクター調整会議

（Health Sector-wide Coordination 

Meeting：HSWC）を定期的に開

催する。 

1-2 保健省が官房 /計画予算局内に

CUを設ける。 

1-3 保健省が事業調整における保健

省内各局の役割を明確にする。

1-4 保健省とDPが、保健セクターに

おける法や規則を共有する。 

 

1-1 2007年4月に第1回保健セクター調整会議が開催さ

れた。活動項目1.2で設置されたCUが専門家ととも

に会議の準備にあたった。その後、HSWCは保健

セクターを含む全8セクターにおけるSWGの改編、

強化への取り組みにより2007年11月まで一時中断

された。改編後、図－２に示されるSWCメカニズ

ムが発足し、公式に認証された。 

2007年12月から2008年2月の間、3度の事務局会合

を経て2月末、第1回SWG（O）の会議が開催された。

その場において、SWG（O）を四半期ベースで実施

することが決定され、第2回SWG（O）会議が2008

年7月に開催されている。 

 

 

 

 

1-2 保健省は2006年10月にCUのメンバーを配置する旨

の保健省令を発令し、CUはCD-SWCの主要C/Pとな

った。CUは2007年3～5月の間、局間調整を目的と

した会議を5回もち、調整メカニズムの構造などに
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計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

 ついて意見交換を行った。その結果と上述のSWG

改編の議論の結果、図－２に示す調整メカニズム

が完成し、CUは保健省内の部局間調整促進とDP

を交えた調整メカニズムの事務局へとその業務内

容が拡大された。 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 日本人専門家は、保健省調整ユニットに対しTOR

の草案づくりを支援した（付属資料1．Annex 9参

照）。その後、TOR上の責任分野は各CUメンバー

に割り振られた。事務局設置後は、日本人専門家

はコアとなるDPとともに事務局のTOR草案作成を

支援し、保健省による正式な承認を得た（付属資

料1．Annex 10参照）。 

 

 

1-4 この項目に関して過去2年間特に活動は実施され

なかった。 

アウトプット2を達成するための活動「保健政策の枠組みが整理され、DPと共有される」 

2-1 保健省が、ラオス保健戦略2020、

第6次国家社会経済開発5カ年計

画、NGPES、及びラオス保健医

療マスタープランそれぞれに記

載されたプログラムの相関関係

を明確にする。 

2-2 保健省が、プログラム・アプロ

ーチを進めるためのプログラム

の分類を確定する。 

2-3 保健省がプログラム・マネジメ

ント・マトリックスを作成する。

 

 

 

2-1 保健省は2008年1月に、基本政策の柱であり、活動

計画・実施の枠組みが「保健政策2020」とそれを

基軸として5年おきに作成される「保健セクター開

発5カ年計画」であることを公表した。しかしなが

ら、ほとんどのDPはそれぞれの国別協力枠組み・

計画をNGPES及び第6次NSEDPに基づいて作成し

たあとであった。事務局会議においてCD-SWCが、

DPによる保健省の政策枠組みへの一元化を訴え

続けた結果、DPに変化がみられた。次にそうした

訴えかけの努力は保健省に対する5カ年計画共有

に移り、事務局における保健省とDP間の対話が重

ねられた結果、2008年8月にようやく「第6次5カ年

計画（ラオス語版）」がDPと共有され、現在英語

への翻訳作業が続けられている。 

 

 

 

2-2 「単一のセクター計画」の翻訳が終了したあと、

事務局はプログラムの分類に向けた内容の分析を

開始する。 

 

 

 

2-3 プログラムの分類がなされたあとに事務局もしく

は作業部会が各プログラムのプログラム・マネジ

メント・マトリックスを作成する予定 

アウトプット3を達成するための活動「意志決定に必要とされる情報が、保健省内で一元的に

収集管理され、関係者間で共有される」 

3-1 保健省が、保健プログラム情報

管理の任務を官房 /計画予算局

に命ずる。 

3-2 官房/計画予算局が、既存の保健

プログラム情報データベースを

改善強化する。 

 

3-1 この問題に関して事務局内で協議が続いている。

現時点においては、既存のどのデータベースもし

くは新規に構築するデータベースが情報管理を強

化するのか、どのようにそのデータベースを保健

省内で管理していくのかは決定されていない。 

3-2 事務局において上記が決定されていないため、本

活動項目は開始されていない。 
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計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

3-3 官房/計画予算局が、情報共有の

ための共通書式を作成する。 

3-3 同上 

3-4 同上 

3-4 保健省が、すべての保健プログ

ラム情報が共通書式により官房

/計画予算局に提出されなけれ

ばならない規則を定める。 

3-5 同上 

3-6 同上 

3-5 同規則に則って、官房/計画予算

局が保健プログラム情報を収集

する。 

 

 

 

3-6 官房/計画予算局は、収集した保

健プログラム情報を保健セクタ

ー調整会議に報告する。 

 

 

 

アウトプット4を達成するための活動「保健セクターにおけるプログラム単位の計画、モニタ

リング、評価の手法が、保健省とDPの間で調和化され、共有される」 

4-1 保健省がDPとともに、書式やス

ケジュール、指標といった既存

のプログラム・モニタリングの

枠組みを見直す。 

4-1 アウトプット2及びアウトプット3の活動が停滞し

ているため、CD-SWCはこの活動を開始すること

ができなかった。 

4-2 同上 

4-2 同見直しに基づいて、保健省が、

ラオスの現状に合ったプログラ

ム・モニタリングの枠組みを提

案し、DPと共有する。 

4-3 同上 

 

 

 

4-3 保健省が、共有されたモニタリ

ングの枠組みをプログラム評価

に活用し、その評価結果を保健

セクターの年間計画に反映させ

る。 

 

 

 

 

アウトプット5を達成するための活動「保健行政官のプログラム・マネジメント能力が強化さ

れる」 

5-1 保健省が研修のニーズを把握す

る。 

5-2 そのニーズ調査結果に基づい

て、保健省が、保健行政官を対

象としたマネジメント研修を実

施する。 

 

 

 

 

5-1 2002年から別スキームとして実施されてきた現地

国内研修「保健行政官吏」に関して、CD-SWCの

日本人専門家は3回（ビエンチャン県におけるTOT

コース、シェンクワン県で実施された北部8県の郡

官吏者向けコース、ビエンチャン県で実施された

中央3県の官吏者向けコース）にわたりコースを観

察し、JICAラオス事務所とNIOPHに対して技術的

な助言を提供した。後者2回において、チーフ・ア

ドバイザーはチーム・ビルディングのための参加

型グループセッションを担当した。 

 

 

 

 

 

2007年3月末、5カ年にわたる現地国内研修プログ

ラムの終了を受けて、NIOPH、CD-SWC、JICAラ

オス事務所は3者協議を実施し、今後の研修の方向

について協議し、国内研修の評価をするとともに、

その評価を通じて浮かび上がってくる今後の研修
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計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

 

 

 

 

 

ニーズを把握するための調査を実施することを合

意した。 

現地国内研修の評価プロポーザルの作成は、

NIOPH側に同様の評価経験がなくまた十分な技術

的投入が専門家からなされなかったため、遅延し

た。その結果、評価活動を開始した1年後にもこれ

といった成果が上がっていなかった。 

 このため、CD-SWCはKIDSMILEを通じて県・郡レ

ベルにおける保健事業管理にかかる経験が豊富な

小児保健の専門家を配置し、NIOPHの指導にあた

らせた。同専門家はNIOPHが作成した評価のため

の質問票をレビューし、フィールド調査の準備を

支援した。フィールド調査では、現地国内研修の

結果発現したアウトカムだけでなく、調査対象と

なる保健局の事業管理能力をも把握できるよう、

調査内容のデザインを改良することで、今後のニ

ーズ・アセスメントにつながるよう工夫した。 

 5-2 評価及び後続のニーズ・アセスメントは現在実施

中である。 

アウトプット6を達成するための活動「特定のプログラムを選択し、同プログラムにおいて事

業調整が実践される」 

6-1 保健省が、実践プログラムの中

央レベルにおける作業部会を組

織する。 

6-2 中央レベルの作業部会が、プロ

グラム戦略書を作成する。 

6-3 県保健局が、郡保健局との協力

により、中央でのプログラム戦

略書に呼応したプログラム年間

活動計画を作成する。 

6-4 県保健局が、実践プログラムの

活動をモニターする。 

6-1 CD-SWCが開始された時点では、母子保健プログラ

ムとEPIの間で、2つの異なる定期ワークショップ

が実施されていた。日本人専門家はこの2つの垂直

的なプログラムによる重複にかかる懸念をWHO

そしてUNFPA、UNICEFと共有したうえで、保健

省側にこの2つのワークショップを一元化するこ

とを提案した。提案は受け入れられ、2007年3月

「MMR・IMR削減によるMDG達成のための戦略に

かかるワークショップ」が恐らくラオス史上初め

て母子保健プログラムとEPIプログラムにより合

同開催された。 

6-5 中央の作業部会と県保健局がプ

ログラムの実施状況及び結果を

モニター、評価する。 

 

 

 

 

 

その直後、上述UN 3機関とCD-SWCは、モメンタ

ムが失われる前にMCH/EPIを統合させた作業部会

の設置に向けて再度複数協議の場をもった。日本

人専門家は保健省の各関係者（予防衛生局, 母子

保健センター, 国家予防接種プログラム）とも二

国間ベースで協議をもち、統合作業部会設置への

訴えを共有したうえで、保健省側に協力を呼びか

けた。 

 

 

 

 

その努力の結果、2007年4月に母子保健統合のため

の保健省令が発令され、それを受けて翌5月に

MCH/EPI統合技術作業部会が立ち上げられ、これ

まで6回にわたる会議が実施されている。 
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計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

 

 

 

 

 

6-2 MCH/EPI統合技術作業部会は、2008年5月、傘下に

2つのタスクフォース（TF）を設置し、TF-1は

「MNCH戦略及び計画枠組み」の策定などを担当

し、CD-SWCの日本人専門家は策定プロセスにお

いて技術的な投入を提供するとともに、保健省ス

タッフの調整を支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3  「MNCH戦略及び計画枠組み」の一部である

「MNCH統合パッケージ」はいまだ開始されてい

ないため、活動項目6-3は準備段階にある。 

しかしながら、MCH/EPI統合技術作業部会で合意

されたとおり、TF-2 はMNCH統合パッケージがパ

イロット的に導入される6県においてベースライ

ン調査を実施する予定であり、この結果は将来的

に母子保健プログラムをモニタリングしていく際

に利用される。CD-SWCのチーフ・アドバイザー

は、この調査ツールの開発に技術的な支援を行う

予定である。 

さらに、MNCH統合パッケージで適用されるモニ

タリング手法に対する技術的な提言についても、

CD-SWCの専門家が担当する予定となっている

（活動項目6-6～6-12を参照のこと）。 

 

 

 

 

 

 

6-4 未実施。 

6-5 未実施。 

    

以下の活動は、PDM-0版には記述がないが、CD-SWCで

はアウトプット6，7の発現をめざし、MCH/EPI統合技術

作業部会をより効果的に機能させるために必要な活動

であると判断し、追加したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-6 2007年8月～2009年3月にかけて、MCH/EPIサービ

ス・シナジー・アセスメントが実施され、保健省

への支援が提供された。これは、作業部会といっ

た調整組織を設置しただけでは事業調整は促進さ

れにくいことから、実際の母子保健とEPIのサービ

ス事業統合を促進支援することにより、その調整

組織に役割を与え、活発に機能していくよう支援

したものである。実際に母子保健センター職員に

調査に携わってもらい、その調査で明らかになっ

たサービス統合の現状や課題を調整組織にて提

示、議論やその後の政策・戦略、計画づくりや事

業調整促進に役立てる狙いもあった。 

 

 

 

 

6-7 MCH/EPI統合技術作業部会の傘下の2つのTFに対

して、日本人専門家による技術支援が提供された。

現チーフ・アドバイザーはTF-2の一員として、母

子保健センターとDPとともにMNCH統合パッケー
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計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

 ジ及びMNCH戦略及び計画枠組みの策定に携わ

り、作業部会の調整業務を支援した。また、小児

保健専門家はTF-1の一員として母子保健センター

とDPとともに、過去及び実施中の案件・活動・ア

プローチ・手法・プラクティスなどを技術的な観

点からレビュー、分析し、MNCH統合パッケージ

の実施に示唆的な教訓を引き出すことに貢献し

た。同時に、これらレビュー・分析・提言にかか

る全体のサマリー作成及び調整業務を担当する

TF-1の議長を補佐した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-8 CD-SWCの専門家は、SBA養成・育成計画（SBA 

Development Plan）の策定に対する技術支援を提供

した。保健省はMCH/EPI統合技術作業部会の下に

SBA育成委員会を設置した。CD-SWC側は、短期

専門家を追加投入して保健省のイニシアティブの

一部である「助産の業務範囲のガイドライン

（ Guidelines for the Scope of the Midwifery 

Practice）」作成を支援した。これは、今後熟練助

産師が全国に配置された際にこういったガイドラ

インが必要になるであろうとの判断から支援を決

定した。さらに、「助産業務の臨床規定（Clinical 

Standard for Midwifery Practice）」に対しても技術的

支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-9 KIDSMILEからCD-SWCに移籍した小児保健専門

家によってMR全国展開（KIDSMILEの後継プログ

ラム）に対する技術支援が提供された。技術支援

の内容は、MR全国展開にあたる保健省部局間の調

整業務及び世銀「保健サービス改善事業（Health 

Service Improvement Project：HSIP）」とのパートナ

ーシップによる南部県へのMR展開への支援であ

った。 

 

 

 

 

 

6-10 日本人専門家は、保健省とJICAラオス事務所が母

子保健プログラム関連の要請書（2009年度要望調

査用）を作成する過程を支援した。また、保健省

傘下の母子保健センターに対し、MCH/EPI統合技

術作業部会によって策定されるMNCH統合パッケ

ージの施行に係る協力要請書に対して技術的な助

言を提供した。 

 6-11 CD-SWCがMCH/EPIプログラムの統合にあたり、

技術的な助言や支援的な発言を通じて、当初から

一貫してEPIプログラム能力開発を支持してきた

ことは注目に値する。 
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計画値（PDM-0版） 実績値（2008年8月31日現在） 

アウトプット7を達成するための活動「実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓が、保健

セクター調整会議にフィードバックされる」 

7-1 保健省が、共通化した経理手続

きを保健セクター調整会議にて

提案する。 

7-2 保健省が、個々のプログラム・

マネジメントのための、共通化

した計画・実施・確認・実行の

手続きや手順を、HSWC会議に

て提案する。 

 

 

 

 

7-1 保健省の管理システム及び能力を強化するために

「プロジェクト実施枠組み」（Project Implementation 

Arrangement：PIA）を整理することは、SWG（O）

のTORに含まれており、この問題に係る協議は何

回かなされているが、特に具体的な行動には至っ

ていない。 

7-2 同上。 

以下の活動は、 PDM-0版には記述がないが、

CD-SWCではアウトプット6，7の発現をめざし、

MCH/EPI統合技術作業部会をより効果的に機能さ

せるために必要な活動であると判断し、追加した

ものである。 

 

 

 

 

 

 

7-3 MCH/EPI統合技術作業部会の設置に係る経験は、

SWCメカニズムを改編しTORを策定する際に有用

であった。教訓として、作業部会の目的の設定方

法、メンバー及び議長の選定方法、アジェンダの

設定方法を含む会合を運営していくための方法が

あった。 

 

 

 

 

 

7-4 CD-SWCの専門家は、粘り強いアドボカシー活動を

続けてEPIプログラムを支援してきた。その結果、

ラオスではおそらく初めて、保健省傘下の国家予

防接種プログラムが財務省からワクチン購入費

用・プログラム運営費用を成功裏に獲得した。 

 

（4）CD-SWCのアウトプット達成度 

表－７は、現時点におけるCD-SWCのアウトプットの達成度合いを、規定の指標に沿って

概観したものである。概して、調整メカニズムの強化【アウトプット1】と実践プログラム

（母子保健プログラム）における成果【アウトプット6、7】で顕著な進展がみられるもの

の、そのメカニズム自体が対処すべき項目にはさほど進展がみられていない【アウトプッ

ト2、3、4】表－７のあとに、各アウトプットごとの達成度合いを記述した。 

 

表－７ アウトプットの達成度（計画と実績の対比） 

アウトプット指標 

（PDM-0版） 

アウトプット指標の達成度合い 

（2008年8月31日現在） 

【アウトプット1】調整メカニズムが強化される。 

指標  

1-1 HSWCが、保健省によって定期的に

開催されている。 

1-2 CUの調整任務とユニットメンバー

のTORが確定する。 

1-1  2007年 4月に第 1回保健セクター調整会議

（HSWC）が開催されたあと、5～11月の間、

SWGの改編をたて図－２に示されるSWCメカ

ニズムが発足し、SWG（O）は4半期ごとに定期
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アウトプット指標 

（PDM-0版） 

アウトプット指標の達成度合い 

（2008年8月31日現在） 

1-3 各局の事業調整に対する役割が確

定する。 

 

会合を開催している。 

1-2 2006年10月に保健省令によりCUが発足した。

2007年12月には上述のSWG改編を受けてCUは

調整メカニズム全体を支援する事務局へと拡

大された。 

 

 

1-3 CUのメンバーのTORは協議の末2007年2月19日

に公式に定義された。 

【アウトプット2】保健政策の枠組みが整理され、DPと共有される。 

指標  

2-1 プログラムの分類が、保健省内外

で同意され共有される。 

2-2 プログラム相関図が作成され、保

健省内外に配布される。 

2-3 すべてのプログラムのプログラ

ム・マネジメント・マトリックス

が作成される。 

2-1 プログラムの分類は保健省による「保健セクタ

ー開発5カ年計画（2006～2010）」のDPとの共有

が遅れたため、いまだ実施されていない。 

2-2 上記2-1と同様の理由からプログラム相関図は

いまだ作成されていない。単一の計画への一元

化が合意されたため、相関図ではない代替のフ

ォーマットを今後協議する予定 

 

 

2-3 上記2-1と同様の理由からプログラム・マネジメ

ント・マトリックスはいまだ作成されていな

い。 

【アウトプット3】意志決定に必要とされる情報が、保健省内で一元的に収集管理され、関係

者間で共有される。 

指標  

3-1 保健省官房と計画予算局が、標準

化された書式により、必要な情報

を定期的に収集する。 

3-2 収集された情報が、調整会議にて

定期的に共有される。 

3-1 保健省官房と計画予算局は各自別のフォーマッ

トで情報を収集し続けているものの、事務局で

はどのデータベースが適用されるべきかの合

意が形成されていない。 

3-2 上記参照のこと 

【アウトプット4】保健セクターにおける計画、モニタリング、評価の手法が、保健省とDP間

で調和化され、共有される。 

指標  

4-1 プログラム・モニタリングの枠組

みが作成され、保健省内外に配布

される。 

4-1 プログラム・モニタリングの枠組みに関する議

論はいまだ開始されていない（アウトプット 2

参照）。 

4-2 その共有されたモニタリングの枠

組みが、保健セクターの年間計画

に反映される。 

4-2 同上 

【アウトプット5】保健行政官のプログラム・マネジメント能力が強化される。 

指標  

5-1 プログラム・マネジメントにおい

て改善が必要とされている事項が

確認される。 

5-1 プログラム・マネジメントにおいて改善が必要

とされている事項を反映させた研修教材は、過

去の現地国内研修の評価活動が遅延している

ためいまだ開発されていない。 
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アウトプット指標 

（PDM-0版） 

アウトプット指標の達成度合い 

（2008年8月31日現在） 

5-2 その改善が必要な事項への解決策

が保健省によって認識され、実行

に移される。 

5-2 上記5-1の理由から、いまだ実施されていない。

【アウトプット6】特定のプログラムを選択し、同プログラムにおいて事業調整が実践される。

指標  

6-1 実践プログラムの戦略書が保健

省、県保健局、すべての関係パー

トナー間の協力により作成され、

配布される。 

6-2 実践プログラムのモニタリングの

枠組みが作成され、保健省内外に

配布される。 

6-3 実践プログラムのモニタリングの

枠組みが、そのプログラムの年間

計画に反映される。 

6-1 母子保健プログラムの戦略書である「MNCH戦

略及び計画枠組み」は2008年5月に結成された

TFにより策定中 

6-2 母子保健プログラムのモニタリングの枠組みは

「MNCH戦略及び計画枠組み」のなかで検討

中。さらに、TFにより「MNCH統合パッケージ」

のベースライン調査が実施される予定であり、

このデータがモニタリング時に利用される予

定 

6-3 上記6-2を参照のこと 

【アウトプット7】実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓が、保健セクター調整会議に

フィードバックされる。 

指標  

7-1 実践プログラムの経験や教訓が、

HSWCに報告される。 

7-1 MCH/EPI統合技術作業部会は県レベルでのパイ

ロットを準備中（その結果、経験や教訓が引き

出される予定） 

 

【アウトプット1】調整メカニズムが強化される。 

保健セクターにおける調整のメカニズムは、2007年4月に第1回保健セクター調整会議が開催

されたあと、6カ月間の改編をたて図－２に示される「セクター事業調整メカニズム」として発

足したあと、2008年2月に保健省による正式な認証を受けた。さらに、事務局は2007年12月から

2008年8月末までに毎月開催され、計7回の会合をもっている。改編後のセクター作業部会（執

行レベル）会合は、2008年2月の第1回会合のあと、四半期ごともしくは必要に応じて定期的に

開催されていることから、アウトプット1はほぼ達成されたといえる。 

なお、保健省・DP間の調整が進むにつれ、保健省内において部局間調整/統合的な業務の実施
2が、保健省中央レベルの職員によって更に広範に観察されるようになってきている。これら

SWCメカニズムが機能する以前は、保健省内における垂直的・個別プロジェクト形式の運営管

理が一般的であった。その当時と比較して、現在では保健省内部の部局間月例会議において、

官房局による「調整」と「統合的な業務実施」に係る報告が定期的になされており、その議題

にかかる活発な協議が部局、センター、研究所からの参加者により行われるようになったとい

われる。 

上述の変化に影響を与えた要素は複数あり、以下に述べた要素が複雑に絡み合って成果につ

ながったと考えられる。 

                                            
2 保健省内部では、ラオス語で“Integration”にあたる言葉で呼ばれている。 
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1）SWCの問題に対する保健大臣の高いオーナーシップ 

2）援助効果に係るビエンチャン宣言の採択によるモメンタムの高揚 

3）限られた人材を当該問題の担当として配置するなど保健省の高いコミットメント 

4）調整と統合的なプログラムの実施といういわばつかみどころが難しい活動を進めるにあた

り、保健省と多くのDP双方が重視するテーマがメカニズム内でタイミング良く取り上げら

れたという実績（例：SBA養成・育成計画、GAVI-HSSプロポーザルなど） 

5）DPとの情報共有・共同作業に関する保健省の姿勢の漸進的な軟化 

6）SWCを推し進めるためのCD-SWCによる技術、ロジ、金銭面での粘り強い支援の存在 

7）DPによる調整メカニズム設置のための継続的な技術的投入とそれを利用していこうとする

積極的な意思 

    

また、SWCの進捗を妨げたもしくは遅延させた要素としては、以下が考えられる。 

1）会議のなかで、保健省とDP、もしくはDP間で、合意形成が困難である議題（保健省の情

報開示・人材開発及び保健財務のあり方など）があること 

2）保健省の組織改革によって保健人材技術作業部会と保健計画・財政技術作業部会への人員

の配置が遅れたこと 

3）調整メカニズムの外で会合や委員会を設けようとする動きが依然として残っていること

（以前からの慣習が単に継続している場合と、メカニズム内での合意形成の困難さ・遅延

を避ける意図的な回避が考えられる） 

4）保健省及びDP双方において、会議・作業部会への参加に割けるスタッフのキャパシティ及

び時間面での限定があること 

    

指標データから判断すれば、アウトプット1はほぼ達成されたといってよいものの、他のアウ

トプットを達成し、結果的に事業目標の達成へとつなげていくためには、調整メカニズムはよ

り能率良く持続的な形で機能していく必要がある。そういった意味で、残りの期間内で取り組

むべき課題はまだ残されているといえる。 

まず、調整メカニズムの認識が高まるとともにその利用の質も改善されているからこそ、今

後も継続して保健省・DPの双方にとってより魅力的な構造でありつづける必要がある。そのた

めには、合意形成の方法をその効率と明確さの面で改善する必要がある。次に、調整メカニズ

ムがより広範な関係者（県・郡レベル関係者、新規参入したDPやNGO、国家プログラムなど）

に利用されるためにアドボカシーの努力も必要とされよう。さらに、プログラム・ベースアプ

ローチの方法やメカニズム全体として機能していくやり方については、保健省職員にとっても

一部DPにとっても馴染みのないものであり、集団としてのプログラム・マネジメント能力の強

化も欲される。くわえて、現時点では、保健省の基本的な会議運営能力にも課題が多い。保健

省の事務局人材が限られているため、2008年8月末現在で、16回開催された会議・作業部会のう

ち保健省スタッフによって創案された議事録はわずか5回分であり、残りの11回分は日本人専門

家により作成されている。 

 

【アウトプット2】保健政策の枠組みが整理され、DPと共有される。 

アウトプット2では、プログラム・ベースアプローチの基礎となる枠組みを提供することが想
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定されている。調整メカニズム内での対話を通じて達成された画期的な事項の1つに、2008年1

月、いくつもの重複した戦略が混在していた状況から「保健セクター開発5カ年計画（2006～

2010）」が政策・戦略の一元化の枠組みとしてDP側に明確にされたことが挙げられる。しかし一

方で、保健省による同第6次5カ年計画のDPとの共有は7カ月にわたるDPの請求後の2008年8月で

あった。共有された第6次5カ年計画はラオス語版であるため、現在、翻訳作業が進められてお

り、セクター作業部会はさらに1カ月英語版の完成をまたなければならない3。 

翻訳作業が終了したあとには、事務局は内容の分析とプログラム分類の作業に取り組む必要

がある。その後、各プログラムのプログラム・マネジメント・マトリックスの作成が必要とな

る。単一の政策枠組みの合意と内容共有が大幅に遅れたため、現在の「第6次5カ年計画（2006

～2010）」についてはその目標達成度をレビューするにとどめ、プログラム・マネジメントに係

る作業は次期の「第7次5カ年計画（2011～2015）」を対象にする判断も必要かもしれない。 

 

【アウトプット3】意志決定に必要とされる情報が、保健省内で一元的に収集管理され、関係者

間で共有される。 

アウトプット3に関しては、保健省・DP間で意思決定に必要とされる情報の絞り込みと、既存

のODAデータベースを使うか新規に構築するかの判断など、合意形成ができていない状況であ

るため、現時点では、このアウトプット3の目標の達成見込みを推測するのは困難である。事務

局では、保健計画策定・管理ツールとして有用であると思われる既存のODAデータベースの存

在が確認されている。この情報を共有することで、保健セクターの戦略・計画策定を実施する

際に公平で効果的な援助資源の分配を促進することが想定されていた。今後、調整メカニズム

のなかで更なる議論がなされる必要がある。 

 

【アウトプット4】保健セクターにおける計画、モニタリング・評価の手法が、保健省とDP間で

調和化され、共有される。 

アウトプット2で想定されているプログラム・ベース・マネジメントの枠組み構築が進まない

ため、CD-SWCは現時点までこのアウトプットに係る活動を実施することができないでいた。し

かしながら、調整メカニズムが共同モニタリング・評価に関する問題に対して協議の場を提供

し続けていることは事実である。中間評価調査期間中に実施された事務局の特別会合において、

1）既存の垂直的プログラムのモニタリング枠組みをどのように相関・一元化させていくか、2）

年に1度の保健セクター計画進捗度合いの共同レビューの実施の必要性、3）5カ年計画の指標と

MDG指標をどのように整合させていくか、4）既存の戦略（例：保健情報システム戦略）を利用

して共同モニタリング指標を合意することの必要性などについて、活発な意見交換がなされた。 

アウトプット4の達成見込みを判断するには時期尚早であるが、上述のようにモニタリング・

評価に係る議論が、共通の課題として既に認識されているため、今後の進展を期待したい。

CD-SWCの今後の課題は、これらの議論を技術作業部会やタスクフォースによって実際に利用可

能な統合枠組みとして形つくられる方向にもっていくことであろう。 

 

                                            
3 保健省計画財政局は、第 6次 5カ年計画の英訳は、計画財政局職員によってなされることを開示の条件としていた。 
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【アウトプット5】保健行政官のプログラム・マネジメント能力が強化される。 

アウトプット5では、能力強化の前段階である現地国内研修「保健行政官吏研修（2002～2007）」

の評価とニーズ・アセスメントの進捗が遅れているため、達成度や達成の見込みを判断するの

は時期尚早である。 

アウトプット5は、保健行政官の個人レベルの能力を向上させる主旨で目標達成に必要な手段

として加えられたが、その実際の活動内容については、当時終了まで1年を残した現地国内研修

「保健行政官吏研修（2002～2007）」のそれを引き継ぐ形となった。当初計画では、この現地国

内研修のリソースを本案件へ有機的に結びつけることが可能との想定があり、現地国内研修の

実施機関であったNIOPHによる保健行政官の能力強化活動が、SWCメカニズムの強化に貢献す

るような形でCD-SWC枠内に統合されることが標榜されていたのである。この想定のもと、現地

国内研修の終了後に評価及びニーズ・アセスメントを実施したうえで、そのニーズに応じて

CD-SWCのC/Pや実践プログラムの県・郡レベルの行政官に対する能力強化活動が企画・実施さ

れることになった。 

2007年4月から2008年8月までの間、CD-SWCはNIOPHによるインパクト評価と県・郡レベルの

プログラム管理能力強化にかかるニーズ・アセスメント調査のプロポーザル策定を技術的に支

援してきた。しかしながら、アウトプット5の活動は、CD-SWCとNIOPH間で適用すべき評価手

法の合意形成に時間を要し、2008年6月までずれ込んだ。現時点では、適切な評価ツールが開発

され、ツールのプレテストが実施されたため今後は2008年12月に評価調査の実施をまつ状態と

なっている。現地国内研修がどの程度県・郡レベルのプログラム管理能力を向上させたかにつ

いても、評価調査の結果まちとなる。 

 

【アウトプット6】特定のプログラムを選択し、同プログラムにおいて事業調整が実践される。 

保健省の優先的なアジェンダは、MMR・IMRの削減にあるため、CD-SWCはDP調整と部局間

調整の実践プログラムとして母子保健プログラムを選択した。 

今後2年間にDPによる技術的支援とコミットメントが継続すれば、アウトプット6は達成でき

る可能性が高いといえる。CD-SWCはWHO, UNFPA, UNICEFらと協力して母子保健プログラム

とEPIプログラムの統合を保健省側に訴え、結果としてMCH/EPI統合技術作業部会が発足した。

また、新たに発足したTWGを適切に機能させるために、MNCHシナジー・アセスメントを仕掛

けて作業部会のメンバーが同じ目標に向かって協働していくプロセスを提供した。このアセス

メントはMCHCスタッフの調査実施能力の強化につながり、また得られた結果を政策・戦略策定

に向けた実践的な議論につなげていったという点で意義深い。2007年5月からMCH/EPI統合技術

作業部会は定期的に会合をもち、参加にタスクフォースを2つ設けて、TF-1は「MNCH戦略及び

計画枠組み」、「MNCH統合パッケージ」など実質的な成果品を創出している。モニタリング枠

組みは「MNCH戦略及び計画枠組み」の一環として策定される予定である。さらに、TF-2はMNCH

統合パッケージのベースラインデータを取得する調査を計画しており、今後のモニタリング活

動に利用されることが期待される。 

他方、MCH/EPI統合技術作業部会の活動からいわば派生的にSBA委員会が設置された。SBA

委員会は、SBA養成・育成計画の作成過程を監理する委員会であるものの、MCH/EPI作業部会

との作業内容調整が適切になされておらず、タスクフォースとしての位置づけもない。このよ

うに、母子保健プログラムのなかで設置される委員会やタスクフォースの相互の構造的な関係
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性について、今後、明確化される必要がある。 

母子保健プログラムにおける事業調整活動の進展を促進した要素には、以下の5点が挙げられ

る。 

1）母子保健プログラムを最優先課題とした保健大臣のリーダーシップ。これによりUNICEF, 

Lux-Dev, UNFPA, WHO 及びJICAからの追加的支援を引き出すことができた。 

2）新設のMCH/EPI技術作業部会が保健省・DP双方にとって関心事であった調整と統合のため

のテーマを与えられたこと（例：MNCHシナジー・アセスメント）。 

3）タスクフォースの責任範囲が明確かつ具体的に提示され、作業完成の時限的目標が大臣に

よって与えられたこと。 

4）MCH/EPI統合技術作業部会のメンバーは、GAVIの調整委員会（Inter-agency Coordination 

Committee：ICC）で共同作業を経験していたこと 

5）DPによって政策・戦略策定プロセスの推進に必要な適切かつ十分な技術的投入が提供され

たこと 

    

戦略やサービス・パッケージを統合していく中央レベルのタスクは完了しつつあり、次の課

題はパイロット県における「MNCH統合パッケージ」の試行的な導入に移りつつある（MNCH

統合パッケージのパイロット施行はUNFPAなどのDPが資金援助する予定）。その動きと連動して、

統合されたプログラム実施を支える、県・郡レベルにおける調整メカニズムの展開や、プログ

ラム管理能力の強化などが今後、新たな課題として浮上してくると考えられる。 

 

【アウトプット7】実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓が、保健セクター調整会議にフ

ィードバックされる 

母子保健プログラムにおいて統合的なサービス提供の試みである「MNCH統合パッケージ」

の県レベルにおける施行はまだ開始されていないため、現時点ではアウトプット7の達成度は限

定的である。しかしながら、MCH/EPI統合技術作業部会は能率よく機能しており、母子保健プ

ログラムの経験から今後導出される教訓は、SWCメカニズムを改善するために極めて有用であ

ると予想される。 

中央レベルにおけるMCH/EPI統合技術作業部会の設置にかかる経験は、SWCメカニズムを改

編しTORを策定する際に有用であった。教訓として、作業部会の目的の設定方法、メンバー及

び議長の選定方法、アジェンダの設定方法を含む会合を運営していくための方法があった。ま

た、教訓を引き出し得る実績として、MCH/EPI統合技術作業部会の支援を受けたEPIプログラム

がワクチン調達費用とプログラム運営費用を財務省から取り付けた例があり、今後、SWCで訴

えていく必要がある。 

次段階の課題は、パイロット活動を共同でモニタリングし、統合的なプログラム実施とその

調整にかかる教訓を経験から引き出すことであろう。そのなかで特に「標準業務手順書（standard 

operating procedure）」の適用と「日当（per diems）」に関する教訓が注目される。 

 

２－３ 事業の実施プロセス 

２－３－１ PDMの位置づけ 

今回の中間評価を通じて、CD-SWC事業におけるPDMの適用の是非について関係者間で認識
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のズレがあったことが表出した。つまり、PDMがCD-SWCの事業管理ツールとして適切でない、

という意見と、CD-SWCは事業（プロジェクト）という枠組みで管理されるべきであるという意

見の相違があった。以下、CD-SWCにおけるPDMの位置づけについて特徴的であった点につい

て記述するともに、認識のズレが生じた原因を分析した4。 

1）PDMが緩やかなガイドラインであるという位置づけ 

CD-SWC開始当時においてラオス保健セクターの事業調整は初期的な段階にあり、調整の

枠組みやその機能などの着地点については、本協力が進行するなかで協議され、具体化がな

されていくという特徴があった。また、プログラム・アプローチを促進するSWCへの支援で

あるという性質上、「プロジェクト」という言葉を避けた経緯もあり、CD-SWCの支援内容

に対してPDMという事業管理ツールを適用することのいかんも議論された。しかしながら、

そういった議論の結果が、SWCというラオスの「プログラム」に貢献する事業としてCD-SWC

を明確に位置づけ、R/Dの合意事項やPDMの内容に反映させる段階には至らなかった。かわ

りに、保健省、JICAラオス事務所、CD-SWC関係者の間で、PDMはあくまでゆるやかなガイ

ドラインであり、実際の事業活動は柔軟に実施するという共通理解は形成されたようである。

このPDMは「ゆるやかなガイドライン」であるという合意では、どの程度の「柔軟性」をも

つのかに関して、事業実施側（CD-SWCと日本側協力機関）と管理側（JICA在外事務所）の

間で、認識のズレがあった。このズレが、PDMを使った5項目評価の是非についての議論に

発展したと考えられる。 

 

2）PDMのロジックとは関連の薄いコンポーネントの存在 

事前評価調査時点で、現地国内研修「保健行政官吏（2002～2007）」のコンポーネントが

アウトプット5として含められる、また、実施途中でアウトプット6にKIDSMILEのMR全国展

開にかかる活動が挿入されるなど、CD-SWCはその事業目標への直接の貢献度合いが薄いコ

ンポーネントを許容する事業枠として利用される面があった。元々アドバイザー専門家だけ

では事業調整の枠組みを構築することが困難という問題意識のもとにプロジェクト化され

たという経緯があった。また、日本側協力機関及びCD-SWC専門家の間では「CD-SWC事業

は、保健省アドバイザーの活動に事業予算がついたものである」という考え方があった。実

際、CD-SWCのチーフ・アドバイザーのTORには、保健省アドバイザー専門家を兼務してあ

り、KIDSMILEからCD-SWCへ移籍した専門家の改訂TORには、MR全国展開継続のための活

動が含まれていた。また、現地国内研修は、保健省アドバイザイー専門家が一部関与してき

た案件であったが、期間終了までの間、CD-SWCとは別の予算枠、別のC/P機関、別の日本

側協力機関によって実施されていた。案件がめざす事業目標に関与することが考えうるとい

う意図のもとにこれらは含められ、進捗をみつつ緩やかに案件を実施し管理していくという

考えも相まって、プロジェクトが進んでもその整理がつき難いコンポーネントも含まれていた。 

 

3）キャパシティ・ディベロップメント事業におけるPDMのとらえ方 

CD-SWCは、キャパシティ・ディベロップメントのプロセス部分を重視した支援であるが、

                                            
4 PDM の位置づけに関する理解のズレは、特に日本側関係者の間に起こったものなので、この部分は和文報告書にの

み記述している。 
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本中間評価を実施するにあたり、関係者の間で「達成状態を表すナラティブ・サマリーでは

その状態に至るまでのプロセスが重視されない」、「指標に数値を入れにくい」などの点で、

PDM-0版の内容がCD-SWC事業の本質をとらえきれていないという認識があった。一方、事

務所側は、技術協力プロジェクト案件として実施しており、PDMを不変の事業管理ツールと

いうわけではなく可能な範囲で柔軟に使用していけばPDMは事業進捗管理に活かせるもの

との認識をもっていた。事務所側からは進捗に合わせたPDMの見直しについてプロジェクト

に検討を求めたものの、チーフ・アドバイザーの交代などもあり中間評価まで見直しがなさ

れなかった。このような認識の差異もあり、評価中においても日本人関係者の間でPDM適用

の是非の議論が再度なされた。 

 

２－３－２ PDMとの整合性及び活動の進捗状況 

CD-SWCでは、PDM-0版に示された事業目標及びアウトプットレベルの目標達成に合わせる形

で必要に応じて活動を変更・追加するなどの調整を行いながら事業を実施しており、PDMとの

整合性はある程度確保されているといえる。一方、おそらくPDMの見直しが必要とされたであ

ろう契機がこの2年間で2回あったのではと評価団員としては判断するが、改訂はなされなかっ

た。1回目はCD-SWCがアウトプット6の活動を大幅に増加させた時期、また、2回目はVD-CAP

が合意された時期であろう。以下に説明を加えた。 

母子保健プログラムが調整活動のモデルを示すべき実践プログラムとして選択された際に、

CD-SWCはMCH/EPI統合技術作業部会を技術面から支援することを優先してパートナーシップ

のモメンタムを維持するとともに、実際の作業の進捗に貢献した。その結果、CD-SWCのアウト

プット6、7への活動・投入量が増大する結果となった。在外事業強化費からは約75％が母子保

健関連の活動に充てられ、専門家としての投入は、小児保健の長期専門家が10人/月、母子保健

の短期専門家が5人/月であった。また、チーフ・アドバイザーもタスクフォースの一員として活

動に直接携わっている。MCH/EPI統合技術作業部会への技術的投入は、本事業のPDMやR/Dには

明確に含まれていなかったものの、結果的に保健省の最大優先事項であった課題のニーズにタ

イムリーに応えたこと、MCH/EPI統合技術作業部会が作業を進展させるためにDPからの技術的

投入を必要としていたこと、そのニーズに他のDPと協調した形でCD-SWCが貢献できたことを

考慮すれば、調整メカニズム立ち上げ時における母子保健プログラムへの集中的な支援は、妥

当であったと考えることができる。 

また、CD-SWCのPDMは、事業開始当初はSWC全体をスコープとしてそのキャパシティ・デ

ィベロップメント部分の強化を扱うという想定であったが、援助効果にかかるVD-CAPが採択さ

れ、保健セクターにおける調整メカニズムのマンデートやそれに対する期待が拡大された際に

見直されるべきであっただろう。 

活動の進捗に関しては、決して順調とはいえない。まず、保健省によるCUのメンバー（CD-SWC

のC/P）の配置が2カ月かかったことで、活動開始が遅れた。さらに、CUが準備した第1回保健SWC

会議が2007年4月に開催された直後、HSWCの定期会合は11月まで7カ月間中断され、保健セクタ

ーを含む全8セクターにおけるセクター作業部会（SWG）の改編、強化への取り組みがなされた。

その結果、VD-CAPの保健セクターにおけるフォローアップの責任を負う機関としてSWCメカニ

ズムが発足し、保健省に公式に認証された。 

調整メカニズムが設置されたあと、会議はプログラム・アプローチへの移行（CD-SWCのアウ
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トプット2、3、4に係る活動）に向けた活動を実施する予定であったが、その活動も更に遅延し

ている。これは、調和化の対象となる単一の政策・戦略枠組み共有のプロセスが保健省の情報

開示に対する抵抗もあり、遅々として進まないことがその主原因である。また、CD-SWCによる

支援の焦点がMNCH統合パッケージの策定とその将来的な施行に集約されたこともある程度影

響していると考えられる。さらに、プログラム・アプローチへの移行遅延の別の要因として、

その課題を担当すべき保健省の関係者が複数の優先事項に対して多重の責任を負い、首が回ら

ない状況であることも影響している。DP側でも同様の人材不足の現実を抱えている。CD-SWC

はこういった現実を踏まえ、調整メカニズム構築とその滞りない運営のために、なくてはなら

ないロジ面・アドミニ面からも支援を提供してきており、その貢献に係る関係者からの評価は

高い。 

 

２－３－３ CD-SWCの運営指導・モニタリング機能と評価実施体制 

CD-SWCでは、個別のプロジェクト実施ユニットを設けないことを意識し、保健省とJICAラ

オス事務所は通常技術プロジェクトの運営指導・モニタリングを担当する合同調整委員会（JCC）

を設けていない。そのかわりに調整メカニズム自体の運営を保健省の構造内に統合させ、

CD-SWC事業自体のモニタリング機能は調整メカニズムが扱うという設定にしている。2006年8

月に署名されたR/Dによれば、「保健省官房長がCD-SWCの運営・実施に係る全体の責任を負う」、

「保健SWC会合（旧称）」が「効果的かつ成功裏にCD-SWC事業を実施するための」「モニタリ

ング機能」を担うとされている。CD-SWCの評価に関しては、「JICA及びラオス政府当局が中間

期及び終了時の評価を合同で実施する」とされている。 

実際には、JCCが設けられなかったこととも関連して、調整メカニズム自体がCD-SWC事業の

モニタリングの役割を果たしてきたとはいえず、そのため今回の中間評価に至るまで日常的な

進捗確認以外に、案件全体としての関係者間で進捗を確認し、整理、発信する機会がなかった。

こういった事情に加え、他のDPの担当者が代変わりし、またCD-SWCが保健省のイニシアティ

ブを重視して「黒子に徹し」意図的に触媒的な役割を担ってきたこともあり、DPの間では

CD-SWCのスコープと支援内容について十分な理解に欠く状況があったのも確かである。 

評価方法に関しては、中間評価が保健省との合同で実施されなかったことが指摘されなけれ

ばならない5。さらに、SWC全体の進展プロセスを「プログラム」ととらえ、SWC全体の実績を

とらえたうえでCD-SWC事業だけにとどまらない「プログラム」への貢献要素を把握するような

形でのよりスコープの広い評価手法の適用についても、今後、検討の余地があろう。適切であ

ればC/Pにとどまらない事務局メンバー全員と、評価のスコープや手法について協議することも

一考の価値がある。その際には、既存のVD-CAPのレビュー体制やそのプロセスの流れのなかで

CD-SWCの評価を位置づけられるよう注意を払うことも必要となろう。 

 

２－３－４ 技術移転の方法・プロセス 

CD-SWCは調整メカニズムの事務局をロジ面、アドミニ面で支援してきたが、「調整業務」へ

の技術的側面での支援は限定的なものであった。CD-SWCは「調整業務」に対して専任の専門家

                                            
5 中間評価報告書、M/Mの内容、PDM改訂案などに関しては、M/M署名の前に保健省・ラオス事務所・CD-SWCの間
で緊密なコンサルテーションが実施された。 
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を配置し、本専門家は粘り強いアドボカシーと動機づけを試み、日々の業務・雑務に追われ兼

任としてしかかかわれない保健省・DP担当官の関心を、調整・統合へと導いていったという意

味で、調整メカニズムの設置に必要不可欠な要素であったと考えられる。 

CD-SWCはSWCの強化を支援するにあたり、それをDP主導のプロセスや方法ではなく、保健

省のキャパシティ・ディベロップメントを通じて行うというユニークかつ肝要なアプローチを

取っている。CD-SWCの日本人専門家は、目先の締切を守ることや目標値の達成よりも、保健省

のイニシアティブを重視し、何よりも尊重する姿勢を貫いている。これは、そういった姿勢が、

将来的には保健省によって調整メカニズムが自立的に実施されることにつながるとの信念をも

つためである。このアプローチの想定では、協力期間が終了するまでの2年間で、各保健プログ

ラム（MCHプログラムなど）に示された目標を達成するまでには至らないが、目標達成に向け、

その後継続して調整メカニズムを活用していくことが可能となる。これまでの2年間、CD-SWC

は辛抱強く保健省側のペースに合わせた活動をして、保健省のリーダーシップやキャパシテ

ィ・ディベロップメントの過程が置き去りにされ活動のみが進むという事態を避けることに腐

心し、自立性を高める意味ではこのアプローチは適切であるようにみえる。その一方で、この

姿勢がVD-CAPの進捗に与える影響については、今後の展開を注視する必要がある。 

 

２－３－５ SWCに対する保健省のオーナーシップ 

SWCを推進することに対する、また程度の差はあれVD-CAPの実施に対する保健省のオーナー

シップはこの2年でさらに高まったとみてとれる。保健大臣の調整メカニズムでのリーダーシッ

プは、各局を調整・統合的なプログラム実施へと指導しているという形で現われている。また、

保健省は中央レベルの調整・統合的なプログラム実施を保健省組織自体の課題として内部化し

ている。複数のC/Pに対するインタビューにおいて、調整・統合にかかるテーマが保健省内部の

月例会議で協議されていることが指摘され、保健省の各部局内で意識され始めている様子がう

かがわれた。しかしながら、調整・統合に対するコミットメントの度合いは異なる部局間で同

様というわけではない。 

 

２－３－６ SWCに対する日本のオーナーシップ6 

日本は、援助効果に係るパリ宣言・ビエンチャン宣言に署名しており、保健セクターにおい

ては、セクター作業部会（政策レベル）〔SWG（P）〕で共同議長を務め、CD-SWCを通じて調整

メカニズムの設置と強化を支援するなど、SWCに対するオーナーシップは高いといえる。その

一方で、ビエンチャン宣言の施行を総括する計画投資省やUNDPの間では、保健セクターにおけ

る行動計画（VD-CAP）が特に教育セクターと比較して遅々として進んでいないことを問題視す

る意見もある。 

こういった背景から、一部のDPのなかで、援助協調や援助効率化に特殊な姿勢を保持し経験

豊富とはいえない日本がリーダーシップをとっている事実に懐疑感をもつものもいた7。また、

日本がDPの1つとして、今後SWCをどのように進めていく意向なのかに関して公式な見解が会議

で聞かれないとの意見も共有された。 

                                            
6 ２－３－６の記述は、和文だけに記載した。 
7 中間評価調査団による DPを対象としたインタビューによる。 
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２－４ プロジェクトの評価5項目の評価結果 

２－４－１ 妥当性 

CD-SWCの事業目標である「保健セクター全般に関する保健省の事業調整能力が、保健関連パ

ートナーと連携しつつ、強化される」、及びその上位目標「保健セクターにおけるすべてのプロ

グラムが、ラオス政府のリーダーシップと単一のセクター政策により、保健省と保健関連パー

トナーの間の調和のもと、体系的に実施される」の妥当性は、この2年の外部環境の変化を鑑み

ても依然として高いといえる。保健省の政策及び日本の保健セクター協力政策では、依然とし

てSWCの進展を強く推している。一方、調整問題に対する関係者の要請と期待は日々拡大して

いるため、CD-SWCの支援スコープと内容はその要請・期待すべてに答えるには不十分であると

の懸念も強まっている。詳細は、以下に記述した。 

2006年8月から2008年8月までの2年間、保健セクターにおけるSWCに影響を与えた主要な変化

として、1）2006年11月に援助効果に係るビエンチャン宣言が採択されたこと、2）セクター作

業部会（執行レベル）〔SWG（O）〕が、GAVI-HSSプロポーザル承認を行うICCとしての位置づ

けを付与されたこと、3）MMR・IMR削減への関心が更に高まったこと、などが挙げられる。 

1）は、現在のSWCメカニズムの構造に影響を与えただけでなく、VD-CAPの施行責任を負う

組織としてのマンデートを与えたという点で、影響が大きい。2）は、SWCに対する関係者の考

え方に変化を及ぼし、特に調整メカニズムの可能性を示唆し正当性を増強した点で意義があっ

た。3）は、MCH/EPI統合技術作業部会の結成を促し作業部会が垂直的プログラムを統合させる

プロセスの促進要因となった。また、母子保健プログラム関連の具体的なサービス提供にかか

る協議が調整メカニズム内で集中的になされたことは、保健省・DPの間で、中央レベルの調整

にとどまらない県・郡レベルにおける統合プログラムのマネジメントという議題への関心を再

度高めているように観察される。 

保健省・DP双方においてSWCに対する優先度は依然として高く、更に高まったといっても過

言ではない。このように関心が強まった根幹には援助効果にかかるVD-CAPの採択がある。 

日本の対ラオス国際協力政策に関しては、保健セクター支援は「対ラオス国別援助計画」に

挙げられる6つの優先課題の1つであり、日本はWHOとともにセクター作業部会（政策レベル）

の共同議長を務めている。中間評価調査団の大使館訪問時に、今後も日本は保健セクターのリ

ード・パートナーとしての役割を継続していく意思が表明されている。日本はビエンチャン宣

言の署名国でもある。 

CD-SWCの内容の受益者のニーズとの整合性に関しては、調整の強化は依然としてニーズが高

いといえる一方で、調整メカニズムに期待される役割はVD-CAPの影響で拡大したという現実が

ある。また、MCH/EPI統合技術作業部会では県・郡レベルにおける統合プログラムを保健省・

DPで共同実施・モニタリングしていく議論がなされている。これら調整メカニズムの役割の膨

張の動きに照らしてみると、CD-SWCのスコープは、VD-CAPが要求する国別行動項目のすべて

を対象としておらず、また、今後需要が拡大する県・郡レベルの調整メカニズムの促進と強化

に十分対応するだけの投入準備があるかが不明確である。したがって、CD-SWCが現実的に扱い

得る範囲の明確化が検討される必要がある。 

 

２－４－２ 有効性 

現時点では、プログラム・マネジメント・マトリックスや共同モニタリング枠組みのフォー
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マットに関して保健省とDPの間で何ら合意形成はなされていない。この状況を鑑みると、今か

ら2年後にCD-SWCが「保健省がプログラム・マネジメント・マトリックスを活用する能力を身

につける」という事業目標を達成する見込みがあるかを現時点で判断するのは時期尚早といえ

る。事業目標の達成は、調整メカニズムの機能改善とそれに必要な個人・組織のキャパシティ・

ディベロップメントを、今後CD-SWCがいかに効果的に介入していくかにかかっているといえる。 

とはいえ、CD-SWCは、アウトプット1の「調整メカニズムが強化される」という目標をほぼ

達成しており、特にMCH/EPI統合技術作業部会に関してはほぼ能力強化が完成されつつある点

は注目に値する。事務局メンバーの能力強化に関しても同様に具体的な進展があった。CD-SWC

が今後、個人・組織・制度面でキャパシティ・ディベロップメントを標榜していくのであれば、

個人・組織に起こった変化を記録・査定していくことも有用である。 

アウトプット2～5は、実績が限定されているため、その事業目標への貢献度合いは今の時点

では査定できない。アウトプット6に関しては、その達成に向け大きな進展がみられたが、その

実績が全体の調整メカニズムの成長に貢献した度合いはその可能性に比して限定されたもので

あったので、今後の更なる貢献が期待される。 

 

２－４－３ 効率性 

C/Pと日本人専門家に対する質問票8では、一部の例外を除いて投入の質、量、その提供のタイ

ミングは適切であったとの回答がなされている。また、一部の例外を除いて投入はPDM-0版の

アウトプット創出のために適切に利用されている。それにもかかわらず、本事業の前半期の投

入が効率的にアウトプットに変換されなかった主な理由は、保健省による情報共有の遅延とそ

の内容が限定されたことにあったと考えられている。 

現時点においてCD-SWCの効率性を論じるのは、時期尚早であると判断せざるを得ない。なぜ

なら、CD-SWCの本質はシステム構築を通じたキャパシティ・ディベロップメントにあり、その

システムを機能させていく過程で組織のキャパシティの強化が想定されている。調整メカニズ

ムはまだ機能し始めて久しからず、今後キャパシティ・ディベロップメントというアウトプッ

トの獲得が加速していくと考えられるためである。したがって、得られたアウトプットに対し

て投入が適切であったかという議論は、システムの更なる成長が観察されたあとに議論される

ことがより適切であると考えられる。 

次に、制度構築を目的としたキャパシティ・ディベロップメント型支援において、技術協力

プロジェクトという形での投入の妥当性に関する議論である。これは、CD-SWCが技術プロジェ

クト案件として採択される以前は、SWCへの支援は保健省アドバイザーによる活動と助言とい

う形で実施されていた経緯がある。技術協力プロジェクト案件として採択されたことで、

CD-SWCは保健省アドバイザーと兼任の専門家1名の他にCD-SWC専任の専門家1名を配置する

ことができ、事務所機器及び調整活動を支援するアドミニ要員の雇用費や活動資金を確保する

ことができた。こういった投入は、1から事務局機能を立ち上げ、調整会議を継続させるために

必須要素であったロジ面、アドミニ面での支援を可能にした。また、技術協力プロジェクトと

して採択されたことで、保健省側による調整業務の責任を負う複数のC/Pの配置を可能にした。

このC/Pの配置については、保健省アドバイザーの配置のみでは不可能であったと考えられる。

                                            
8 質問票の回収率は日本人専門家が 100％（5/5）、C/Pが 25％（3/12）であった。 
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したがって、調整メカニズムというシステムを1から作っていくという初期の支援としては、技

術プロジェクトという形での投入は妥当であったといえる。 

さらに、CD-SWCがMCH/EPI統合技術作業部会の資金・技術支援ニーズに遅延なく対応できた

のは、技術協力プロジェクトのもつ柔軟性のなせる技であったといえる。これらMCH/EPI統合

技術作業部会に投下された投入は実質的なアウトプットを創出しており、その後の調整メカニ

ズムが恒常的な組織として機能するための道筋をつけたという意義があったという点からその

過大な投入も正当化できる。しかしながら、今後は調整にかかる運営能力への投入と母子保健

プログラムへの技術的な投入のバランスについて、適正な戦略が必要とされる。 

 

２－４－４ インパクト 

中間評価調査では、CD-SWCの介入が原因で引き起こされた負のインパクトは何ら観察されな

かった。 

一方、SWCに深くかかわる保健省やDPを対象としたインタビューから、調整に係る作業や責

任項目が既に負荷の高い担当官に付加され、また関連会議の頻度は実際増加したことが報告さ

れた。現時点では、調整メカニズムができたことで会議に費やす時間の削減にはつながってい

ないようである。現在、調整のプロセスを通じて得られる便益や将来的に得られる便益への期

待があるためかこの機会コストを問題視する雰囲気はない。しかしながら、議題が重複する会

議を削減し、合意形成の場を調整メカニズムに集約していく努力が、今後「調整疲れ」を生ま

ないためにも必要と思料する。 

プラスの側面に関しては、調整メカニズムができたことにより保健省内部とDP間でそれぞれ

ある程度の波及効果があったことが中間評価調査団によって観察された。事務局における会議

が定期的に開催されるようになったことで、保健省側にもDP側にも事務局会議の準備のための

協議をもつ必要性が生じた。更に注目すべきは、「統合」、つまり、共通の目標のもと部局間で

コミュニケーションと協力を推進することが、より定期的に頻繁に保健省内部の月例会議の議

題に挙がるようになったとの報告がある。こういった議論の具体化した例として、以前は母子

保健プログラムに関連したテーマは母子保健センターの関係者のみで扱われていたが、熟練助

産師の要請・育成計画を監修するSBA委員会は組織・人材開発局が議長を務めており、各関係部

局が参画する場となっている。 

このように、調整メカニズムが動き始めたことで、いくつかプラスの影響が観察されはじめ

ている。こういった変化を確実に上位目標につなげていくためには、CD-SWCの扱うキャパシテ

ィの問題解決だけでは不十分で、調整メカニズムに参画するパートナー全員に政治的な意思と

コミットメントが必要とされる。援助効果にかかるVD-CAPの項目のなかには、比較的実施が簡

単なものだけでなく、現在の良好なパートナーシップを以ってしても長い時間と地道な努力が

必要とされるものが含まれている。こうした状況下で調整メカニズムにおけるリーダーシップ

を発揮し、他のDPからの信頼性を高めるためには、今後、VD-CAPの署名代表者でありセクタ

ー作業部会（政策レベル）の共同議長である在ラオス日本大使館、主要DPとしてのJICAラオス

事務所、調整メカニズムの強化を側面支援するCD-SWCの間でより頻繁なコミュニケーションと、

在ラオス日本大使館・JICAラオス事務所によるCD-SWCへの助言が必要とされるであろう。 
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２－４－５ 自立発展性 

現時点において、保健省が調整メカニズムの管理運営を実施していくことの自立発展性を判

断するのは時期尚早である。しかしながら、中間評価団は自立発展性に寄与する基本的な要素

をいくつか確認することができた。まず、調整メカニズム進展に向けた強い政治的意思が確認

されたことで、これは継続していく可能性が高い。次に、今後2年の間に保健省のCUにおいてど

の程度キャパシティが強化されるか、調整・プログラム管理・言語の能力を備えたスタッフの

層の厚みはどの程度となるかという点で、これは今後のCD-SWCや他のDPの努力に期待したい。

また、調整メカニズムが今後いかにうまく機能し、継続して利用されていくかという点も重要

な要素となる。最後に、調整のための会議の運営コストが確保できるか、という点である。現

時点では、そのほぼ全額をCD-SWCに頼っている。より詳細な説明は以下のとおり。 

調整メカニズムの場において、保健大臣やその他保健省の上級職員からSWCに対する政治的

なコミットメントを現す発言がなされており、VD-CAPの実施項目を徐々に受け入れる姿勢が見

られるようになってきた。ほとんどのDPはVD-CAPへのコミットメントを再度確認し保健省側

の行動を促している。このような調整活動や援助効果の議論を活発に維持していく動きは当分

の間継続するかより激化すると考えられる。一方で、一元化（アラインメント）と調和化（ハ

ーモナイゼーション）が果たしてどの程度の作業量を必要とするのか、そしてどの程度の便益

を保健省とDPにもたらすのかに対する不確定さから一部の関係者の間に懐疑感は残っているよ

うである。 

調整メカニズムの制度面での持続性に関しては決定的な前進があったといえよう。2006年に

CUの設置に係る保健省令が発行された際には、構成員のTORはCD-SWC専門家のC/PとしてPDM

に沿った活動を実施することに限定されていた。調整メカニズムの構造が形つくられるに従い、

保健省はその再編成に着手し、1）プログラム技術作業部会の構成員配置、2）政策レベルのSWG

であるセクター作業部会（政策レベル）のコーディネーター配置、3）保健計画・財政技術作業

部会のコーディネーター配置、4）セクター作業部会（執行レベル）のコーディネーター配置、

5）事務局の構成員配置、6）保健人材技術作業部会のコーディネーター配置に係る保健省令を

発令している（2008年8月発令：No. 1168～1173）。 

上述のような再編成された構造が動き出すにあたり、技術・ロジ・運営面での投入が必要と

されている。過去2年間のCD-SWCの活動では、共同プログラム策定のプロセスが開始されてい

ないことや事務局メンバーが兼任のため調整活動に十分時間を割けなかったことが理由となり、

こういった技術面での投入が限定されていた。今後、適切なタイミングを見計らい調整やメカ

ニズムの運営に役立つツールを以下に有効に提供できるかが、将来の調整メカニズムが技術面

で自立発展していくための鍵を握っているといえる。 

また、財政面での自立発展性については、現在、会議運営に必要な費用は、資料作成、アド

ミニ職員、招待状の配布も含めて、すべてCD-SWCが負っている現実があり、これらの費用を今

後保健省が負担できるかどうかに懸念が残る。他のDPのなかには調整メカニズムに対する支援

を検討しているものもあるが、中央ではなく県・郡レベルのメカニズム強化に関心を寄せてい

る。なお、EUが保健セクターの保健計画・財政技術作業部会への支援に関心を示している。 
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２－５ 結論 

CD-SWCは過去2年間で、その基礎が極めて限られていた状況からSWCメカニズムを設置すると

ころまで保健省を粘り強く支援してきた。調整メカニズムはいろいろな内部・外部の事情からそ

の設立が引延ばされ、紆余曲折を経て落ち着いたものといえる。調整メカニズムの枠が固まった

ことは、関係者の間で、効果的・効率的な調整メカニズムの機能に向けた大きな前進であると認

識されている。現在では、調整のための有用なプラットフォームとしてその利用価値も認められ

るようになってきており、保健省・DP間、保健省部局間、そしてDP間においてある程度プラスの

変化を引き起こすに至っている。 

今後2年間は、保健省とCD-SWCはメカニズムの機能強化とより広範な関係者によるメカニズム

の利用促進に努めなければならない。その過程において、将来の自立発展をにらみ、保健省が調

整のプロセスを運営管理していくキャパシティを強化していくことを看過すべきではない。 

最後に、ビエンチャン宣言施行の流れのなかでSWCのマンデートが拡大されたことで、CD-SWC

のみのリソースでSWCを扱っていくことに無理が生じ始めていることから、今後、広範なDPを保

健省の調整能力強化へと引き入れる努力が今にも増して重要になってきていることを指摘したい。

その際に、調整や調和化へのすべての努力は目標達成の手段に過ぎず、究極の目標は人々のため

の保健サービスの改善であることを留意する必要がある。 

 

２－６ 提言 

２－６－１ CD-SWCの今後の方向性 

（1）最初の2年間は、CD-SWCの重点は調整メカニズムの概念化とその具現化にあった。今後

2年間は、DPとも協力のうえ、保健省とCD-SWCは調整メカニズムが適正に機能し利用され

ることに重点を移すべきである。特に、メカニズムが能率良く機能し、かつ自立発展性を

もったものとなるような努力が必要であろう。その際には、メカニズムを1つのシステムと

とらえ、システムが全体として機能するためのキャパシティ需要を見極めて強化していく

ことが重要となる。そのためには、調整メカニズムの構成ユニットそれぞれの機能と相互

の関係性を簡素化・合理化すること、メカニズムを運営管理していく個人の能力を組織と

しての成長につなげていくことなどが課題となる。そして、プログラム管理のためのツー

ル（プログラム・マトリックス、保健情報システム、モニタリング共通枠組みなど）をい

かにしてメカニズム内で採用していくかについても、関係者間で明確にされる必要がある。

保健省とCD-SWCは、 

 

（2）今後2年間という期間を考慮したうえで、調整メカニズムを自立発展的に運営管理してい

くための具体的な計画を準備する必要がある。 

 

（3）CD-SWCは、引き続きSWCを中央レベルで支援していくことに重点を置く必要がある。

調整メカニズムの県レベルへの展開の動きに対しては、保健省調整ユニットが県・郡にお

ける調整メカニズムの実施体制や中央と県・郡との関係のあり方などに関する計画策定を

きちんと行っていくよう、中央レベルで支援を提供することとする。CD-SWCの母子保健

プログラムに対する支援に関しては、今後2年間は、調整機能に焦点をあてた支援を実施す

ることとする。 
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２－６－２ CD-SWCの活動に対する提言 

（1）保健省とCD-SWCはDPと協力して、各技術作業部会の年間作業計画（Annual Work-plan）

をもとにセクター作業部会（執行レベル）の年間作業計画を策定すべきである。作業計画

には、それぞれの活動項目について実施責任者を特定したものが望ましい。 

（2）保健省とCD-SWCは、プログラムの共同管理（Program-based Management）に向けた活動

を迅速に行うべきである。活動には、プログラム・マネジメント・マトリックス、モニタ

リング・評価共通枠組みなどのツールの開発とその適切な利用が含まれる。その活動を開

始する前に、事務局は全関係者の間でプログラム・ベースアプローチに関係する概念や専

門用語の共通理解が促進されるよう、ワークショップを開催することが望ましい。 

（3）保健省とCD-SWCは他国やサブ・セクターにおけるSWCやプログラム・ベースアプロー

チの経験にかかる情報を収集し、関係者と共有する必要がある。 

（4）調整メカニズムの事務局は、議事録作成や会議運営などの点で自立発展的に運営してい

くために、担当局の専任職員（兼任ではない）が指名されるべきである。 

（5）保健省スタッフを対象としたキャパシティ・ディベロップメントを効果的に行うために

は、CD-SWCの作業スペースは保健省の本館内に移転されるべきである。 

（6）保健省とCD-SWCは事務局と協力して調整メカニズム全体の運営方法について更に明確

にすべきである。検討が必要な項目には、より透明な議題設定の方法、技術作業部会間の

コミュニケーション方法、緊急事態への集団的な対処の方法（例：メラミン汚染脱脂粉乳

への対応など）、各保健プログラムや県レベルに対するSWCメカニズムによる監修機能など

が含まれる。 

（7）SWCの会議は定期的かつあらかじめ特定された日程に従って、それぞれTORで指定され

た頻度で実施されるべきである。保健省とDPは、調整メカニズム内の会議に共通の議題を

持ち寄るべきである。 

（8）保健省とCD-SWCはDPと協力して調整メカニズムのより適正な利用を訴え続けることに

よって、より広範な関係者の参加を確保するべきである。 

（9）保健省はDPと協力して、SWCの枠組みのなかで、メカニズムの機能強化と6つのプログ

ラムへの介入に対する資金的・技術的な資源を確保する努力をするべきである。 

（10）CD-SWCは、コアとなるマネジメント・スキルの強化を通じた個人のキャパシティ・デ

ィベロップメントにより一層焦点をあてるべきである。 

（11）CD-SWC事業の進捗を定期的に査定するために、保健省とCD-SWCの専門家は、セクター

作業部会（執行レベル）会議の場において年に最低2回事業報告を行う必要がある。 

（12）CD-SWC事業のパフォーマンスや有効性をモニタリングするために、CD-SWCは、保健省、

調整メカニズム、DPそれぞれのキャパシティ・ディベロップメントを査定するツールを適

用することが有用であると考えられる。 

 

２－７ 教訓 

（1）CD-SWCは、調整メカニズム全体への支援だけでなく、調整活動を実践するモデルとして特

定のプログラム（母子保健）に対する支援も提供した。その結果、セクター全体の調整が滞

っていたにもかかわらず、母子保健プログラムにおける調整の成功例があったことが、関係

者が調整メカニズムを活用していくうえでの促進要因となり得た。そういった意味で、
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CD-SWCが1つの実践プログラムのコンポーネントを内包していたことは効果的であったとい

え、今後関係者に対して教訓を含んだモデルケースを提示していくことができる。 

 

（2）SWCのメカニズム内において、多種・多様な関係者が同じ目標に向けて協働する際には、

それぞれの構成要員が、向かうべき共通の方向性について合意すること、また、SWCや援助

効果にかかる概念・用語の定義（例：プログラム・アプローチ、プログラム・マネジメント・

マトリックス、単一の政策枠組み、共通のモニタリング・評価枠組みなど）について共通の

理解をもつことが不可欠である。 
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第３章 PDM変更の方向性 
 

評価結果並びに専門家、C/Pとの議論に基づき、PDMの修正案を検討した。なお、基本合意に至

ったのはナラティブサマリーまでであり、指標などを含んだ改訂版PDM並びにPOは評価調査終了

後に速やかにラオス側と協議し、固めることとなった。 

調査実施前は、事業調整全体の方向性についてのラオス側/DP側関係者の総意形成、そのなかで

のCD-SWCのかかわり方、内容について整理するとした。事業調整のめざす先の姿について、各グ

ループのTORに一応の記載はあるものの、ラオス側、各DPの思惑が合致しているとはいえない。

評価中に、拡大事務局会議という位置づけで、これまでの事業調整全体について事務局メンバー

による振り返り、また、小川団員がファシリテーターを務める形でセクター作業部会（執行レベ

ル）のTORに基づいた年間計画策定に向けた課題の洗い出しを行った。時間の制約から限定的な

範囲の議論にとどまったが、主にDPからそれぞれの意見が出され、事業調整の方向性、プログラ

ムアプローチの内容と取り組み方について共通認識を醸成する必要性が改めて認識され、今後の

各グループの年間計画策定を端緒とし深められることが必要といえる。 

よって、調査前段階ではより具体的に方向性と中身についてラオス側と議論を深め、そのうえ

でPDMの改訂に至ることを期待していたがそこまでは至らず、基本的に案件形成時からの構想に

基づき、これまでのメカニズム内の進捗と各TOR、調査団からの提言を反映して、日本側が中心

にPDM修正を検討した。ラオス側の主要CPとは修正内容の基本合意は得ており、今後はそれぞれ

の示す内容を精査し、取り組んでいくこととなる。 

また、これまではPDM-0が事業調整枠組みがめざしている内容を言及した唯一の文書であり、

ラオス側は時に振り返るべき「ガイドライン」として認識していた。しかし、既にメカニズムの

各レベルのTORは関係者で合意されており、それが全体を示す資料として認識しうるため、本プ

ロジェクトのPDMは、外部条件などを含めると調整メカニズム全体を読み取ることができる文書

であるが、一義的にはラオス側と日本との協力の進捗をモニタリングするためのツールとして位

置づけを整理することが合意された。一方、他DPによる本案件への理解も重要であるため、今後

事務局会議や進捗モニタリング報告時などで、CD-SWCの支援範囲と取り組みについて全関係者に

周知することが引き続き重要といえる。 

 

「PDM変更案のナラティブサマリー部分」 

＜上位目標＞ 

保健サービスデリバリーの改善のために、保健セクターにおけるすべてのプログラムが、ラオ

ス政府のリーダーシップと単一のセクター政策により、保健省と保健関連パートナーの間の調和

のもと、体系的に実施される。 

（→事業調整が何のためにあるかという議論があり、調整が目的化しないためにもサービス改善

が先にあるという点を強調した。） 

 

＜プロジェクト目標（変更なし）＞ 

保健セクター全般に関する保健省の事業調整能力が、保健関連パートナーと連携しつつ、強化

される。 
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＜成果と活動＞ 

＜成果1＞ 

調整メカニズムが強化される。 

＜活動＞ 

1-1 保健省が、SWCを含むDPの支援により、セクター作業部会（執行レベル）、技術作業部

会、事務局の会議を透明性をもって定期的に開催する。 

1-2 保健省が、SWCを含むDPの支援により、官房並びに計画予算局のなかに調整ユニットを

設置する。 

1-3 セクター作業部会（執行レベル）, 母子保健/予防接種技術作業部会、事務局が、それぞ

れの年間活動計画を作成する。 

1-4 セクター作業部会（執行レベル）が、セクターの共通モニタリング枠組みを用いてプロ

グラムをモニタリング･評価し、必要に応じた取り組みを決める。 

1-5 保健省が、SWCを含むDPの支援により、調整メカニズム全体の運用方法を明確にする。 

1-6 保健省が、SWCを含むDPの支援により、啓発を通じて、より広い関係者による調整メカ

ニズムの一層の活用を確保する。 

1-7 保健省が、SWCを含むDPの支援により、各局の調整役割を明確にする。 

1-8 保健省が、SWCを含むDPの支援により、保健セクターの法と規則を明らかにして、DP

がそれらを適用するよう働きかける。 

1-9 保健省が、SWCを含むDPの支援により、プログラム・マネジメント研修を行う。 

1-10 保健省が、SWCを含むDPの支援により、OJTを通じて、事業調整の管理能力を強化する。 

 

＜成果2＞ 

単一のセクター政策が明らかにされ、保健省とDPにより調整の基盤として合意される。 

＜活動＞ 

2-1 保健省が、SWCを含むDPの支援により、保健戦略2020、第6次国家社会経済開発計画、

国家成長・貧困撲滅戦略、保健マスタープランの相互関係を明らかにする。 

2-2 保健省が、SWCを含むDPの支援により、第6次保健セクター5カ年計画の合同評価メカニ

ズムを構築する。 

2-3 保健省が、SWCを含むDPの支援により、第7次保健セクター5カ年計画の作成にあたり、

調整メカニズムを最大限に活用する。 

 

＜成果3＞ 

単一のセクター政策フレームワークのプログラム管理ツールが調整メカニズムをとおして開

発される。 

＜活動＞ 

3-1 保健省が、SWCを含むDPの支援により、プログラム・アプローチのプログラム割りを承

認する。 

3-2 保健省が、SWCを含むDPの支援により、セクターの共通モニタリングフレームワークを

開発する。 

3-3 保健省が、SWCを含むDPの支援により、セクターの共通モニタリングフレームワークに
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入れ込むデータを明らかにする。 

3-4 保健省が、SWCを含むDPの支援により、すべての保健プログラムに関する情報が、官房

と計画予算局に提出されるような制度を承認する。 

3-5 上記制度に基づき、官房と計画予算局が、セクターの共通モニタリングフレームワーク

にデータを入れ込む。 

 

＜成果4＞ 

母子保健プログラムでの事業調整が促進され、調整メカニズムにフィードバックされる。 

＜活動＞ 

4-1 保健省が、SWCを含むDPの支援により、母子保健/予防接種技術作業部会を中央レベル

において構築する。 

4-2 保健省が、SWCを含むDPの支援により、母子保健/予防接種技術作業部会を定期的に開

催する。 

4-3 母子保健/予防接種技術作業部会が、すべての母子保健/EPIに関する取り組みや関与を調

整する。 

4-4 母子保健/予防接種技術作業部会が、プログラム戦略文書を開発する。 

4-5 保健省が、SWCを含むDPの支援により、研修ニーズ調査を実施する。 

4-6 母子保健/予防接種技術作業部会と県保健局が母子保健プログラムをモニタリング･評価

する。 

4-7 母子保健/予防接種技術作業部会が事業調整に関する教訓を抽出するためにTWGの活動

をレビューし、事務局を通じてセクター作業部会（執行レベル）へ教訓をフィードバッ

クする。 

4-8 保健省が、SWCを含むDPの支援により、南部の県にMRを普及する。 

    

PDM-0には成果が7つあったが、変更案では4つにした。内容としては成果、活動を減らしたわ

けではなく、後半活動内容の精査と具体化を踏まえ、整理したものといえる。 

 

表－８ 成果変更の対照表 

PDM-0 改訂PDM案 

1）保健省が、継続的に保健セクター事業を調整

していくための調整メカニズムが強化される。

① 調整メカニズムが強化される。 

 

2）保健政策の枠組みが整理され、DPと共有され

る。 

② 単一のセクター政策が明らかにされ、保健省

とDPにより調整の基盤として合意される。 

3）意志決定に必要とされる情報が、保健省内で

一元的に収集管理され、関係者間で共有される。

（③に融合） 

 

4）保健セクターにおけるプログラム単位の計画、

モニタリング、評価の手法が、保健省とDPの間

で調和化され、共有される。 

③ 単一のセクター政策フレームワークのプロ

グラム管理ツールが調整メカニズムをとおし

て開発される。 

（ツールの活用部分は①に融合） 

5）保健行政官のプログラム・マネジメント能力

が強化される。 

（①に融合） 
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6）特定のプログラムを選択し、同プログラムに

おいて事業調整が実践される。 

④ 母子保健プログラムでの事業調整が促進さ

れ、調整メカニズムにフィードバックされる。

7）実践プログラムでの事業調整の経験及び教訓

が、HSWCにフィードバックされる。 

（④に融合） 

 



付 属 資 料 

 

１．中間評価ミニッツ（評価報告書含む） 
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